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序　　　　　文

エクアドル共和国は、アンデス山脈が南北に縦断し国土の約 3 分の 1 が山岳地帯であり、沿岸

地域に比べ、山岳地域には貧しい小規模農家が多く貧困率が高くなっています。1 人当たりの国

民総所得は 3,000 米ドルを超えているものの、人口約 1,400 万のうち約 4 割の人々が 1 日の所得

が 2 米ドル以下の貧困層です。貧困層の人々の多くは障害者、女性、コロンビア難民などの社会

的弱者であり、職を得るための技能がないために貧困から抜け出せない状態にあります。

社会的弱者への支援と貧困層への助成を政策に掲げたコレア新政権は、貧困層の生活を改善す

るため、2007 年から、全国の職業訓練センターで社会的弱者を対象とした「基礎技能訓練コース」

を設置しました。しかし、コースの運営に必要なノウハウが不足しており、指導員の能力強化も

課題となっていました。

国際協力機構（JICA）はエクアドルの産業人材育成に対し、これまで無償資金協力「職業訓練

改善計画」及び技術協力「職業訓練改善プロジェクト」により継続的に支援してきましたが、エ

クアドル共和国政府から改めて社会的弱者支援のための基礎技能訓練の支援要請を受けました。

JICA はこの要請を受け、2008 年 10 月に実施協議調査団を派遣し討議議事録（R/D）の署名を

取り交わし、2008 年 11 月から 3 年間の計画で技術協力プロジェクト「社会的弱者のための職業

訓練強化プロジェクト」を開始しました。

本プロジェクトでは社会的弱者の貧困削減につながることを念頭に置いてニーズ調査を行い、

6 分野（調理、縫製、電気、建築、機械金属、自動車整備）を選んでコースのモデル開発を行い

ました。そして、全国 18 の職業訓練センター中から、地域の代表的なセンターと、コロンビア

難民が多い地域の 8 センターを選び、開発したモデルによる訓練を実施してきました。

このたび、プロジェクトの活動が残り 4 カ月となる時点において、これまでの実績や目標達成

度を確認のうえ、5 項目の観点から評価を行うことを目的として 2011 年 6 月 20 日～ 7 月 10 日ま

で終了時評価調査を実施しました。

本報告書は同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には類似

のプロジェクトに活用されることを願うものであります。

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い感謝の意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。

平成 23 年 10 月

独立行政法人 国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子



目　　　　　次

序文

目次

写真

第１章　終了時評価調査の概要 ……………………………………………………………………… 1
１－１　調査団派遣の経緯と目的 ………………………………………………………………… 1
１－２　調査団の構成と調査機関 ………………………………………………………………… 1
１－２－１　調査団員 …………………………………………………………………………… 1
１－２－２　調査期間 …………………………………………………………………………… 1

１－３　対象プロジェクトの概要 ………………………………………………………………… 1

第２章　終了時評価の方法 …………………………………………………………………………… 4
２－１　評価グリッド ……………………………………………………………………………… 4
２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法 ………………………………………………… 4

第３章　調査結果……………………………………………………………………………………… 5
３－１　現地調査結果 ……………………………………………………………………………… 5
３－２　プロジェクトの実績 ……………………………………………………………………… 5
３－２－１　投入実績 …………………………………………………………………………… 5
３－２－２　活動実績 …………………………………………………………………………… 6

３－３　プロジェクト目標の達成状況 …………………………………………………………… 12
３－４　上位目標の達成状況 ……………………………………………………………………… 13
３－５　プロジェクトの実施プロセス …………………………………………………………… 14
３－５－１　活動の進捗状況 …………………………………………………………………… 14
３－５－２　プロジェクトの運営体制 ………………………………………………………… 15
３－５－３　関係者のプロジェクトに対するコミットメント ……………………………… 16

第４章　評価結果……………………………………………………………………………………… 17
４－１　評価 5 項目の評価結果 …………………………………………………………………… 17
４－１－１　妥当性 ……………………………………………………………………………… 17
４－１－２　有効性 ……………………………………………………………………………… 18
４－１－３　効率性 ……………………………………………………………………………… 18
４－１－４　インパクト ………………………………………………………………………… 19
４－１－５　持続性 ……………………………………………………………………………… 20

４－２　結論 ………………………………………………………………………………………… 22

第５章　提言と教訓…………………………………………………………………………………… 23
５－１　提言 ………………………………………………………………………………………… 23



５－１－１　プロジェクト目標達成のための提言 …………………………………………… 23
５－１－２　上位目標達成のための提言 ……………………………………………………… 23
５－１－３　SECAP マネジメント体制の強化 ……………………………………………… 23

５－２　教訓 ………………………………………………………………………………………… 23
５－３　技術団員所見 ……………………………………………………………………………… 24
５－３－１　総合所見 …………………………………………………………………………… 24
５－３－２　プロジェクト活動概況 …………………………………………………………… 26
５－３－３　施設見学 …………………………………………………………………………… 28
５－３－４　基礎技能訓練コース修了生への聴取 …………………………………………… 30

付属資料

１．調査日程 ………………………………………………………………………………………… 33
２．主要面談者 ……………………………………………………………………………………… 35
３．ミニッツ（スペイン語） ……………………………………………………………………… 37
４．評価グリッド …………………………………………………………………………………… 89
５．専門家派遣実績及び第三国専門家派遣実績 ……………………………………………… 107
６．研修員受入れ実績 …………………………………………………………………………… 108
７．機材供与及び在外事業強化費 ……………………………………………………………… 109
８．主要供与機材 ………………………………………………………………………………… 110
９．カウンターパート配置状況 ………………………………………………………………… 112
10．指導員訓練実施状況 ………………………………………………………………………… 113
11．委員会実施実績 ……………………………………………………………………………… 115
12．カリキュラム開発会議開催実績 …………………………………………………………… 116
13．教材開発会議開催実績 ……………………………………………………………………… 117
14．カリキュラム・教材登録番号一覧 ………………………………………………………… 118
15．難民受講修了生へのインタビュー調査結果 ……………………………………………… 120



CMI の実習場を見学する終了時評価調査団員調理コースの授業風景①（CMA）

自動車整備コース修了生の職場調理コースの授業風景②（CMI）

修了生の自動車整備工場自動車整備コースの実習場（CMI）

写　　　　　真



ミニッツ署名①プロジェクトが開発した教材

ミニッツ署名②終了時評価に関するエクアドル側との協議



略　語　表

略語 正式名称 日本語

CCSFMG
Centro de Comercio y Servicio de Formación 
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Servicio Ecuatoriano de Capacitación 
Profecional
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Secretaría Técnica de Cooperación 
Internacional

国際開発庁

UNHCR
United Nations High Commissioner for 
Refugees

国連難民高等弁務官事務所
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１－１　協力の背景と概要

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」と記す）は、1 人当たりの GNI が 3,700 米ドル（2008
年）、国連開発計画（UNDP）が発表している 2010 年版人間開発指標では 169 位中 77 位である。

一方、人口の 38.3％が国内貧困ライン（National Poverty Line）以下で生活している。都市部と

農村部の貧困率、民族別貧困率の差は大きく、特に、農村部の先住民とアフリカ系エクアドル

人が貧困の打撃を受けているとされている。

現コレア政権は、社会的弱者が職業技能を習得し、生計が向上できるために職業能力開発機

構（Servicio Ecuatoriano de Capacitación Profecional：SECAP）の機能強化を通じた社会的弱者の

職業訓練サービスへのアクセス向上を重点課題の 1 つとして挙げている。これに伴い、2007 年

3 月に大統領令を発令し、SECAP による社会的弱者向けの基礎技能訓練の実施を予算面で規定

し、国家職業訓練審議会（当時）が徴収する労働税の 30％を SECAP が実施する社会的弱者の

ための無料訓練コースに充てることになった。

SECAP は従来、産業人材の育成を中心とした訓練を実施してきたが、「社会的弱者」を対象

とした職業訓練の実施経験に乏しかったことから、日本政府に技術協力の要請がなされた。こ

れを受け、「社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト」（以下、プロジェクト）の実施を

開始した。

１－２　協力内容

（1）上位目標

「社会的弱者向けの基礎技能訓練モデル」（以下、「モデル」）1 が SECAP 全訓練センター（18
カ所）に普及し、社会的弱者向けの基礎技能訓練が実施され、社会的弱者の就労機会が増

加し、生計が向上する。

（2）プロジェクト目標

「モデル」が SECAP 本部とプロジェクト対象訓練センターで構築され、その普及体制が

SECAP 本部にて確立される。

１．案件の概要

国名：エクアドル共和国 案件名：社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト

分野：職業訓練 協力形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：人間開発部高等教育・社

会保障グループ社会保障課

協力金額（評価時点）：約 2.7 億円

協力期間 2008 年 11 月 1 日～

2011年10月31日（3年間）

先方関係機関：職業能力開発機構（SECAP）

日本側協力機関：なし

他の関連協力：なし

評価調査結果要約表

1
　 統一化された社会的弱者向け基礎技能訓練コース（プロジェクトで開発された 20 コース）の計画・実施、ニーズ調査・追跡調査

の実施、就労支援体制のこと。
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（3）成果

成果 1：社会的弱者向け基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改善される。

成果 2：社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。

成果 3： 社会的弱者向け基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査システムが確立さ

れる。

成果 4：就労支援システムが SECAP 本部及び SECAP 訓練センターで確立される。

成果 5：プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。

成果 6：プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。

（4）投入（評価時点）

【日本側】

・長期専門家派遣：2 名（チーフアドバイザー / 職業訓練管理、連携活動 / 業務調整）

・短期専門家派遣：1 名（ニーズ・追跡調査 / 訓練計画）

・機材供与：機材供与額 1,060,342 US ドル

・第三国からの専門家派遣：パラグアイ専門家 1 名、ブラジル専門家 2 名

・第三国研修：合計 17 名（ペルー、コロンビア、ブラジル、パラグアイ）

・在外事業強化費：420,449 US ドル

【エクアドル側】

・カウンターパート配置：18 名

・ プロジェクト実施活動：（2008 年）9,979,419 US ドル（2009 年）9,555,195 US ドル

（2010 年）10,901,704 US ドル（2011 年）11,580,000 US ドル

・土地・施設提供：SECAP 訓練センターの教室と実習場、専門家の執務室 ･ 備品、車両

３－１　実績の確認

３－１－１　成果の達成状況

（1）成果 1
【 指標 1】少なくとも 300 以上の社会的弱者向け基礎技能訓練コースが SECAP 訓練セン

ターで試行される。

【 指標 2】各基礎技能訓練コース終了時の評価結果に基づき、（カリキュラム及び教材が

改訂され、）基礎技能訓練コースの内容が見直される。

２．評価調査団の概要

調査者

担当分野 氏　名 所　属

総括 / 団長 森田　千春 （独）国際協力機構　人間開発部社会保障課　調査役

職業訓練 飯田　洋丈 （独）雇用 ･能力開発機構　企画部　企画課長補佐

評価分析 福田　由紀 ビンコーインターナショナル株式会社　コンサルタント

通訳 吉川　敦子 （財）日本国際協力センター

調査期間 2011 年 6 月 20 日～ 7 月 10 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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プロジェクトにより開発された社会的弱者向け基礎技能訓練モデルコースは、コース

6 職種 19 コース・起業 1 コース、全 70 モジュールであり、モデルコース試行の結果 17
コース 60 モジュールのカリキュラム・教材が改訂された。このカリキュラムに沿った機

材が供与され、2011 年 6 月 30 日までに、社会的弱者向け基礎技能訓練コースは 323 コー

スが実施された。

以上のように、社会的弱者向け基礎技能訓練コースに必要なカリキュラム ･ 教材の開

発と見直し、機材供与も行われていることから、基礎技能訓練コースのカリキュラム、

教材、実習場は改善された。

（2）成果 2
【指標 1】100 以上の指導員が訓練される。

【指標 2】基礎技能訓練コース受講生の指導員に対する満足度が上がっている。

終了時評価調査時点で、合計 230 名の指導員が指導技法に係る訓練を受けている。こ

の訓練に係るカリキュラム・教材は作成されている。指導技法のみならず、工業縫製、

溶接、安全管理・5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）指導などの技術訓練も実施さ

れた。また、ベースライン調査と追跡調査結果を比較すると、受講生の指導員に対する

満足度は、以下のとおり大幅に上がっている。

受講生の指導員に対する満足度

（単位：％）

ベースライン調査

（2009 年）

追跡調査

（2011 年）

とても良い 20.1 61.9

良い 28.4 35.3

普通 35.6 2.5

悪い 10.6 0.2

とても悪い 5.2 0.1

以上のように、指導員訓練のカリキュラム・教材も作成され、その実績もあること、

そして受講生の指導員に対する満足度も上がっていることから、社会的弱者向け基礎技

能訓練コースの指導員訓練の体制は構築されている。

（3）成果 3
【 指標 1】SECAP 普及員により、ニーズ調査･追跡調査が国連難民高等弁務官事務所（United 

Nations High Commissioner for Refugees：UNHCR）などの関係機関の協力のもと、2 回

以上実施される。

【 指標 2】ニーズ調査 ･ 追跡調査についての取り決めが技術教務規定に反映され、ニーズ

調査・追跡調査の実施要領が作成される。
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終了時評価時点までに、SECAP 企画部が中心となり、各訓練センターと関係機関（労

働関係省、UNHCR、全国障害者審議会）の協力のもと、ニーズ調査 ･ 追跡調査は 2 回ず

つ実施している。3 回目のニーズ調査が 2011 年 8 月ごろ、追跡調査は 2011 年下半期に実

施される予定である。ニーズ調査・追跡調査の方法は実施要領として定められ、プロジェ

クト終了までに SECAP 総裁により承認される予定である。

以上のように、ニーズ調査・追跡調査の実績もあり、その手法が実施要領として承認

される予定であることから、ニーズ調査・追跡調査のシステムは確立される見込みがあ

る。

（4）成果 4
【指標 1】基礎技能訓練コース受講生の就労支援への満足度が上がる。

【指標 2】就労支援についての実施要領が作成される。

確立された就労支援システムは 2 つに分類される（企業への就労支援と小規模ビジネ

ス起業支援）。このうち、小規模ビジネス起業支援は、起業コースとして各訓練センター

で実施されている。企業への就労支援体制とは、SECAP 本部が収集された各訓練センター

の修了生の個人情報を情報処理システムを通して、労働関係省等に対して提供し、その後、

これらの機関が所有している求人情報等の就労情報を修了生へ提供する体制となってい

る。現在、情報処理システムを開発中であるため、企業への就労支援体制は開始されて

いない（2011 年 7 月 31 日までには情報処理システム開発が完了予定）。　受講生の就労

支援に対する満足度は、以下のとおり非常に高い。

就労支援に対する満足度

（単位：％）

目標値 追跡調査（2011 年）

とても良い 40 29

良い 30 71

普通 15 0

悪い 10 0

とても悪い 5 0

就労支援に係る実施要領は、SECAP 総裁によりプロジェクト終了までに承認される予

定である。

したがって、就労支援システムの一部は既に確立され、実施されている。また、開

始されていない就労支援も近々開始される予定であることから、就労支援システムは

SECAP 本部及び SECAP 訓練センターで確立される見込みがある。

（5）成果 5
【指標 1】成果 3、成果 4 に示された活動のための関係機関との委員会が設立される。

【指標 2】関係機関との委員会について実施要領が作成される。
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関係機関との委員会（障害者支援委員会と難民委員会）は設立され、終了時評価調査

時点までにそれぞれ 3回と 4回実施された。委員会の実施以外（例えば、電話や電子メール）

による情報交換も頻繁に行われていた。また、これらの関係機関とニーズ調査・追跡調

査を実施し、基礎技能訓練コースに関する情報提供も行っている。委員会設立実施要領は、

SECAP 総裁によりプロジェクト終了までに承認される予定である。

したがって、委員会の実績もあり、関係機関がプロジェクト活動に参加していること

から、プロジェクト活動のための関係機関との協力体制は構築される見込みがある。

（6）成果 6
【指標 1】SECAP 本部に「モデル」普及体制が構築される。

【指標 2】プロジェクトで開発された「モデル」普及のための実施要領が作成される。

【指標 3】実施要領で定められた活動が開始される。

SECAP 企画部が「モデル」普及を担当しており、カリキュラム ･ 教材開発、ニーズ

調査 ･ 追跡調査、就労支援に関する計画立案と SECAP 訓練センター（18 カ所）への

実施指示及び助言を行っている。「モデル」普及の実施要領はプロジェクト終了までに

SECAP 総裁により承認される予定である。「モデル」普及の活動は、カリキュラム・教

材の配布、プロジェクト対象外訓練センターでのニーズ調査・追跡調査の実施、就労支

援の実施である。カリキュラム ･ 教材の配布は既に終了しており、ニーズ調査は既にプ

ロジェクト対象外訓練センターでも実施済みである。追跡調査は 2011 年下半期にプロ

ジェクト対象外訓練センターで実施される予定である。したがって、プロジェクトで開

発された「モデル」の普及体制は構築される見込みがある。

３－１－２　プロジェクト目標の達成状況

【 指標 1】「モデル」をもとに SECAP の技術教務規定が改訂される。

SECAP は技術教務規定に沿って、職業訓練を実施している。この技術教務規定で明記でき

ない詳細な規定を実施要領という形で補うこととなっている。プロジェクトでは、SECAP 技

術教務規定そのものを改訂するのではなく、実施要領を作成し、承認されるように働きかけ

ている。この実施要領が承認されれば、十分な「モデル」普及が見込める。したがって、指

標 1 は、指標 2 が達成されれば、達成されることとなる。

【 指標 2】社会的弱者の職業訓練「モデル」の実施要領が作成される。

「モデル」をもとにした 18 の実施要領の作成が進んでいる。これらの実施要領は既に

SECAP 総裁に提出されており、プロジェクト終了までに SECAP 総裁により承認される予定

である。

【指標 3】「モデル」普及のための要員が SECAP 企画部に配置される。

「モデル」普及の要員は SECAP 企画部に配置されており、プロジェクト対象外訓練センター

への普及が開始されている。

【指標 4】基礎技能訓練コースに対する受講生と就職先企業の満足度が上がる。
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ベースライン調査と追跡調査を比較すると、コース受講生と就職先企業のコースに対する

満足度は以下のとおり増加している。

コースに対する満足度

（単位：％）

修了生 就職先企業

ベースライン調査 追跡調査 ベースライン調査 追跡調査

とても良い 5.2 53.2 9.3 50.9

良い 17.5 40.3 11.9 46.8

普通 31.0 5.3 42.4 2.3

悪い 23.9 0.9 13.2 0.0

とても悪い 22.4 0.2 23.2 0.0

以上のように、「モデル」をもとにした実施要領の作成が完了し、SECAP 総裁による承認

が得られること、「モデル」普及の要員が SECAP 企画部に配置されていることから、プロジェ

クト終了までにプロジェクト目標は達成する見込みがある。

３－１－３　上位目標の達成状況

【指標 1】カリキュラムと教材が SECAP 訓練センターに配布され、使用される。

プロジェクトにより開発されたカリキュラム・教材は、既に SECAP 訓練センターに配布さ

れた。コース実施に必要な指導員と機材（機材リストも作成されている）が揃えば、カリキュ

ラムと教材が使用された基礎技能訓練コースが実施される見込みがある。

【指標 2】社会的弱者の就労機会が増加される。

追跡調査によれば、コース修了生の就業率は以下のとおりである。

分野別コース修了生の就業率

（単位：％）

工業縫製 建築 調理 電気 機械金属 自動車整備

就業率 45.8 61.1 41.5 72.5 88.9 72.7

受講コース分野

への就業率

n/a n/a n/a 40 66.7 49.1

修了生の就業率は、中間レビュー調査時（34％）よりも増加している。また、コース修了

後に追加的便益（例えば、収入向上、小規模起業、転職など）があったと回答した修了生が

71.2％いた。

以上のように、SECAP 訓練センターに「モデル」が普及され、基礎技能訓練が実施されれば、

社会的弱者の就労機会は増加し、生計が向上する見込みがある。
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３－２　評価結果の概要

（1）妥当性：高い

エクアドルでは、「エクアドル国憲法」のほか、「政府計画 2007 ～ 2011」、「よき生活の

ための国家開発計画 2009 ～ 2013」、「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」の中で、社会的弱者

を含むすべての国民にとって就労機会や雇用の質、起業機会が改善するために職業訓練プ

ロセスを促進することを政策としている。また、プロジェクト期間中の失業率と不完全失

業率は高く、プロジェクトが開発したコースの 7 つの訓練分野は、プロジェクト開始直後

に実施されたニーズ調査結果に基づき決定された。

2010 年外務省発行の「国別データブック」エクアドルによれば、対エクアドルの援助基

本方針として、社会的格差の解消や生産性の向上を基本方針として掲げており、重点分野

の 1 つを貧困対策としている。

プロジェクトのターゲットグループは社会的弱者のグループ（例えば、難民、障害者、若者、

失業者）にあてはまる。プロジェクト対象訓練センターの選定基準は、訓練センターとし

ての能力（常勤指導員の有無、実習場のキャパシティ）、連携機関の事務所やターゲットグ

ループの所在であった。

以上のように、本プロジェクトはエクアドルの政策、日本政府の開発援助政策、開発ニー

ズ、プロジェクトと整合していることから、妥当性は高いと評価できる。

（2）有効性：高い

本プロジェクトは 6 つの成果をもっており、これらはプロジェクト終了時までに達成が

見込まれている。SECAP 本部及び SECAP 訓練センターに「モデル」が構築されるために

基礎技能訓練コース（カリキュラム・教材、指導員、実習場）の改善、ニーズ調査・追跡

調査の実施、就労支援体制の確立は重要であった。また、将来的にプロジェクト対象外訓

練センターへ「モデル」を普及する体制の確立も必須であった。したがって、PDM（Project 
Design Matrix）上の因果関係はあったといえる。

質問票の回答やインタビュー調査によると、プロジェクト目標達成の阻害要因は確認さ

れなかった。貢献要因として挙げられたことは、プロジェクト関係者間の良好なコミュニ

ケーションと SECAP 本部及び SECAP 訓練センターのプロジェクトに対する高いコミット

メントなどである。また、プロジェクトの進捗に影響を与えた外部条件は確認されていない。

以上のように、PDM 上の因果関係に問題はなく、プロジェクト終了時にプロジェクト目

標が達成される見込みがあることから、本プロジェクトの有効性は高いと評価できる。

（3）効率性：高い

日本人専門家の投入計画は長期専門家 3 名であったが、実績は長期専門家 2 名、短期専

門家 1 名となった。長期専門家 2 名だけでプロジェクトは実施されたが、プロジェクト活

動に影響を与えることはなかった。

プロジェクト期間中、カウンターパートは常に配置されていた。プロジェクト活動進捗

報告書によれば、プロジェクト開始以降、プロジェクト・ディレクター（SECAP 総裁）、

プロジェクト・マネジャー（SECAP 企画部長）の交代が何度かなされた。しかし、この交

代はプロジェクトの進捗に大きな影響を与えていない。
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供与された機材は、基礎技能訓練コースをするには十分であったことが確認された。機

材の質や量に対する評価も高い。また、機材投入はコース開始前に行われたため、機材不

足のためにコース開始が遅延されたこともない。

終了時評価時点での第三国における研修参加者は 17 名であった。質問票とインタビュー

調査によると、参加した第三国における研修の内容に対する評価は高い。

本プロジェクトの協力金額は約 2.7 億円である。これまでの投入金額は機材供与

1,060,342US ドル、在外事業強化費 420,449US ドルであった。

以上のように、日本人専門家、カウンターパート、機材、第三国研修はプロジェクトの

成果に対し、適切な投入であったといえる。したがって、本プロジェクトの効率性は高い

と評価できる。

（4）インパクト：高い

社会的弱者向けの基礎技能訓練コースの「モデル」の構築と SECAP 本部の基礎的な普及

体制が確立された。これにより、SECAP 全訓練センターへの「モデル」普及活動の一部が

着手されている。この基礎技能訓練コースにより、社会的弱者の就業率や生計が向上して

いることから、「モデル」が普及されれば、プロジェクト対象外訓練センターでも同様の効

果が期待できる。

また、インタビュー調査や文献調査によれば、以下のような上位目標以外のインパクト

が確認された。

・ 「障害者の職業訓練と就労支援」に係る協力協定が SECAP、副大統領府、労働関係省、

国家障害者審議会（Consejo Nacional de Discapacidades：CONADIS）及び障害者就労支援

サービスの間で締結された。難民に関しても、同様の協定が結ばれる予定である。

・ 難民の受講者に関しては、エクアドル人とコースを共に受講することで、基礎技能を

身につけるだけでなく、エクアドル社会へ溶け込むきっかけとなっている。またインタ

ビュー調査により、生命の危険に晒された過酷な立場にある難民の人々にとって SECAP
の職業訓練受講が将来に希望を見出すための貴重な機会となっていることが確認された。

よって、人間の安全保障の観点からインパクトも評価できる。

以上のように、上位目標の達成見込みがあり、負のインパクトも確認されていない。し

たがって、上位目標は達成が見込まれるため、本プロジェクトのインパクトは高いと評価

できる。

（5）持続性：中程度

社会的弱者に対する職業訓練に関するエクアドル国の政策（エクアドル国憲法、「良き生

活のための国家開発計画 2009 ～ 2013」、「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」、大統領令 680
号（2011 年 3 月発令）は、プロジェクト終了後も有効であることから、エクアドル国の制度・

政策面の持続性は高い。

カウンターパート機関の体制は、SECAP 本部に「モデル」普及の基本的な体制は整備さ

れ、「モデル」普及の活動の一部は着手されている。しかし、度重なる管理職員の交代や職

員の異動、各訓練センターへの予算配賦の遅延などにみられるように、SECAP 本部のマネ
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ジメントには更なる改善が求められる。

社会的弱者向け職業訓練コースに対する SECAP の予算は、民間部門の労働税（給与の

0.5％）の 30％から割り当てられており、給与や労働人口の変動により若干変化はある。

2008 年以降の財務状況は以下のとおりである。

社会的弱者向け職業訓練コースの財務状況

（単位：US ドル）

予　算 支　出 余剰金

2008 年 9,979,419 9,849,716 129,703

2009 年 9,555,195 8,702,244 852,951

2010 年 10,664,579 8,816,171 1,848,408

2011 年 11,580,000 n/a n/a

表のように、毎年 1,000 万 US ドル前後の予算が確保されており、余剰金も出ている。また、

社会的弱者向け基礎技能訓練コースの予算に関しては大統領令で規定されていることから、

継続的に予算が確保できると考えられる。SECAP 総務部によれば、2012 年の社会的弱者向

け基礎技能訓練コースの予算はおよそ 1,400 万 US ドルになるとのことである。この予算額

は過去最高であること、プロジェクト関係者によれば、これまでの予算でも基礎技能訓練

コースは十分に実施できるという見解もあることから、十分な予算が確保されていると考

えられる。

SECAP の技術面における持続性は中程度である。プロジェクトが開発したカリキュラ

ム・教材に沿った基礎技能訓練コースを既に 300 以上実施していることから、基礎技能訓

練プログラムの実施能力は既に備わっているといえる。訓練センター視察では、機材や実

習場の使用状況から、維持管理能力があることが確認された。しかし、質問票調査によれ

ば、訓練センターの約半数の職員が、まだ維持管理に改善点があると認識している（例えば、

機材維持管理の技術専門家の配置、機材点検表の作成、機材管理計画の策定など）。また、

質問票調査では、指導員に対する技術訓練（安全衛生と 5S 改善）を通して、清掃や整理整

頓なども行われ始めたことから、訓練センターの安全と衛生も改善されていると認識され

ている。一方、訓練センターの職員のなかには、まだ安全面と衛生面に改善点があると認

識している職員もいた（例えば、すべての実習場内への安全標識の設置や掃除道具の不足

など）。

SECAP の技術は、社会的弱者向け基礎技能訓練プログラムを継続させる技術はあるもの

の、自立発展のためには、現在直面している SECAP 本部のマネジメントに関する課題を克

服し、更なる技術の向上が必要とされる。

以上のように、制度・政策面と財政面の持続性は高いものの、カウンターパート機関の

体制や技術に課題が確認されていることから、本プロジェクトの持続性は中程度と評価で

きる。
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３－３　効果発現に貢献した要因

プロジェクト実施にあたり、効果発現に貢献した要因として考えれることはプロジェクト関

係者間の良好なコミュニケーションとエクアドル側関係者のプロジェクトに対する高いコミッ

トメントであった。これらは質問票やインタビュー調査で確認された。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

プロジェクト実施に関する問題点は、SECAP 情報システムの構築が遅延していることである。

この情報システムの構築は就労支援に関する活動（特に、企業への就労支援）と関連しており、

このシステムが完了すれば、企業に対する就労支援が開始される予定である。

３－５　結論

プロジェクトは、PDM の成果とプロジェクト目標を達成する見込みがあると評価される。本

プロジェクトにより開発されたコースの試行数は指標を上回って実施され、結果として試行コー

ス全体で平均 63.8％の就業率（被雇用・起業）を得るとともに、訓練修了生の具体的な生活向

上の成果が確認できたことから、開発されたモデルコースは社会的弱者のための基礎技能訓練

として有効なものであると検証された。このように、本プロジェクトにより構築された「モデル」

は社会的弱者のニーズに合致しており、コース修了生の就労機会や生計向上への貢献も確認さ

れている。

プロジェクト目標達成への貢献要因として、プロジェクトに対するカウンターパートの高い

コミットメントとプロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションが考えられる。

社会的弱者向け基礎技能訓練は、エクアドル国上位政策に位置づけられ、財政的に安定して

いる。上位目標の達成には、SECAP 本部による「モデル」の普及と SECAP 訓練センターによ

るコースの実施が適切に行われることが不可欠である。

３－６　提言

（1）プロジェクト目標達成のための提言

プロジェクト関係者は、以下の活動がプロジェクト終了までに完了するよう、引き続き

相互に協力して作業する必要がある。

・プロジェクトで作成した全実施要領の規定委員会による検証と総裁による承認。

・開発中の情報システムを利用した企業への就労支援体制の開始とモニタリング。

・追跡調査報告書の完成。

（2）上位目標達成のための提言

1）　基礎技能訓練コースの普及

SECAP 本部とプロジェクト対象外訓練センターは、プロジェクトが開発した社会的弱

者向け基礎技能訓練コースを実施するためには、実施要領に基づいた以下の準備が必要

である。

・実習場の整備及び機材の購入

・指導員の確保及び育成

この活動を行うために、アクセスを改善し、手話通訳を雇うなど障害者を考慮すべき
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である。

2）　基礎技能訓練コースの増設

プロジェクトが開発した「モデル」に基づき、SECAP 本部及び SECAP 訓練センター

は多様なニーズの把握に努め、新たな基礎技能訓練コースを増設することが期待される。

（3）カウンターパートに対する提言

SECAP の安定したマネジメント体制を確立するためには、現在進行中の組織改革の完了

とその効果発現が期待される。就労意欲の高い人たちが優先的に研修が受けられるよう適

切な戦略を通じ、社会的弱者の訓練に関する情報提供が今以上に改善されることが望まし

い。

３－７　教訓

（1）SECAP 全訓練センターでの普及をめざした「モデル」の開発

本プロジェクトでは、カリキュラム・教材開発を SECAP 本部職員及び訓練センター職員

が共同で実施した。SECAP 本部より国際標準図書番号（ISBN）とエクアドル知的財産協

会への登録が提案され、その登録がなされるなど、SECAP 訓練センターで実施される「モ

デル」として認証された。

訓練センター職員のみならず、SECAP 本部のオーナーシップを引き出しながら、これら

の活動が行われたことは大きな特徴である。

（2）第三国リソースの活用

本プロジェクトでは、第三国のリソース（第三国専門家や過去に技術協力をしていた職

業訓練センターにおける研修等）を積極的に活用した。過去の JICA 協力の成果の活用と文

化的・社会的背景を共有する近隣国での技術研修は、効率性と有効性に大きく貢献した。

（3）国家政策の優先課題への技術支援

本プロジェクトは、エクアドル国が積極的に進めている政策課題に対し内容とタイミン

グは合致していた。このため、カウンターパートや関係機関のコミットメントも高く、財

政面も安定していた。
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1-1.  Background of the Project
The Republic of Ecuador (Ecuador) has GNI 3,700 USD per capita (2008), and ranks 77th out of 169 

countries on Human Development Index announced by United Nations Development Program (UNDP) in 
2010. On the other hand, 38.3% of the total population is living under the National Poverty Line. There is 
big difference in the poverty rate between urban areas and rural areas and among ethnicities, In particular, it 
is considered that many of indigenous people in rural areas and African Ecuadorian are affected by poverty.

The Correa Administration presents one of priority issues as the improvement of access to occupational 
training service for the Vulnerable Sector through strengthening the organization of Ecuadorian Professional 
Training Service (in Spanish, Servicio Ecuatoriano de Capacitación Profesional: SECAP) in order that the 
vulnerable sector acquire occupational skills and improve their livelihoods. In March 2007, the Presidential 
Decree was issued, which regulates that the budget of the basic occupational training for the Vulnerable Sector 
by SECAP is allocated from 30% of the Labor Tax levied by the National Council of Vocational Training (in 
Spanish, Consejo Nacional de Capacitación y Formación Profesional).

SECAP has implemented training courses fulfilling the needs of the industrial sector, while it has little 
experience in the occupational training for the vulnerable sector. Following this situation, the Ecuadorian 
government requested a technical cooperation project to the Japanese government. With this request, the 
“Project of Strengthening of the Occupational Training for the Vulnerable Sector” (The Project) started in 
2008.

1-2.   Project Overview
(1) Overall goal 

The occupational training system of the vulnerable sector is strengthened, the job opportunity is increased 
and the livelihood is improved.

Summary of Evaluation Result

1. Outline of the Project

Country: The Republic of Ecuador Project title: Project on Strengthening of the Occupational 
Training for the Vulnerable Sector

Sector: Vocational Training Cooperation scheme: Technical Cooperation

Division in charge: Social Security Division, 
Higher Education and Social Security Group, 
Human Development Department

Total cost: 270 million Japanese yen

Period of Cooperation 
November 2008 to October 2011

Partner Country’s Implementing Organization: 
Ecuadorian Professional Training Service (SECAP)
Supporting Organization in Japan: None

Related cooperation: None
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(2) Project purpose
The model of the occupational training for the vulnerable sector and the structure for its diffusion to the 

non-participating training centers are established in SECAP.

(3) Outputs 
Output 1: Curricula, educational materials and laboratories are improved.
Output 2: Training system for facilitators is improved.
Output 3: System of needs identification and impact evaluation of occupational training courses for the 
vulnerable sector is established.
Output 4: Job accessing support system is established in the SECAP headquarters and the participating 
training centers.
Output 5: Inter-institutional cooperation system for the development of the activities for the Project is 
established.
Output 6: Diffusion system of the model developed in the Project is established.

(4) Inputs
<Japanese Side>
•  Long term Expert: Two Experts (Chief Adviser/Training Management, Coordinator/Coordination of 

Committees)
•  Short term Expert: One Expert (Needs Identification and Impact Evaluation Analyst/Planning of 

Occupational Training)
• Equipment Cost: USD 1,060,342
• Third Country Expert: One from Paraguay and Two from Brazil
• Training in third countries: 17 in total (Peru, Colombia, Brazil and Paraguay)
•  Local Cost: USD 420,449

<Ecuadorian Side>
• Allocation of Counterpart: 18
•  Operational Cost: 
(2008) USD 9,979,419 (2009) USD 9,555,195 (2010) USD 10,901,704 (2011) USD 11,580,000
•  Facility: Class rooms and laboratories in SECAP training centers, Office for the Japanese experts and 

Vehicles.

2.  Evaluation team

Members

(Team Leader) Chiharu Morita, Assistant Director, Social Security Division, Higher 
Education and Social Security Group, Human Development Department
(Vocational Training) Hirotake Iida, Employment and Human Resources Development 
Organization of Japan
(Evaluation/Analysis) Yuki Fukuda, Binko International Ltd.
(Translator) Atsuko Yoshikawa, Japan International Cooperation Center

Period June 20, 2011 – July 10, 2011 Type of Evaluation: Terminal Evaluation
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3-1.  Result of Cooperation 
3-1-1  Achievement of Activities

(1)  Output 1
[Indicator 1] At least 300 pilot courses implemented in the participating training centers.
[Indicator 2] Updated courses based on its results.

The numbers of pilot courses and modules for the vulnerable sector developed by the Project are 20 and 70 
respectively. Of them, curricula and educational materials for 17 courses and 60 modules have been updated. 
With these curricula, the equipment was procured and 323 courses were implemented by June 30 2011. 

As mentioned above, curricula and educational materials necessary for the occupational trainings for the 
Vulnerable Sector were developed and updated, and the equipment was procured as initially planned. With 
these outputs, it is evaluated that curricula, educational materials and laboratories are improved.

(2)  Output 2
[Indicator 1] Training courses for 100 or more facilitators are implemented.
[Indicator 2] The satisfaction rate of the participants of the occupational training courses for the 
facilitators is improved.

Until the terminal evaluation, 230 facilitators had received training courses of teaching method. Curricula 
and educational materials of training courses for facilitators were also developed. Not only training courses 
for the teaching method but also technical trainings, such as industrial sewing, welding, security management 
and 5S (Seiri: Orderliness, Seiton: Neatness & Tidiness, Seiketsu: Cleanliness, Seisou: Cleaning, Shitsuke: 
Good manner) were implemented. Additionally, in comparison between the baseline survey and the impact 
evaluation, the satisfaction rates of the participants for the facilitators had been improved as the following 
chart. 

The satisfaction rate of the participants for the facilitators
Baseline Survey (2009)  Impact Evaluation (2011)

Very good 20.1% 61.9%
Good 28.4% 35.3%

Regular 35.6% 2.5%
Bad 10.6% 0.2%

Very Bad 5.2% 0.1%

  
As mentioned above, curricula and educational materials of training courses for facilitators were 

elaborated, training courses were implemented, and the satisfaction rate of the participants for facilitators has 
been improved.With these outputs, it is evaluated that the training system for facilitators is improved.

3. Result of Evaluation
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(3)  Output 3
[Indicator 1] The needs identification and impact evaluation, with cooperation of the involved 
institutions, are executed at least twice during the Project period.
[Indicator 2] The system of needs identification and impact evaluation are reflected to the Technical-
Pedagogical Norms of SECAP.

By the terminal evaluation, the planning department of SECAP implemented two needs identifications and 
two impact evaluations in collaboration with the involved institutions, such as Ministry of Labour Relation, 
United Nations High Commissioner for Refugees (UNCHR) and National Council for the disabled (in Spanish, 
el Consejo Nacional de Discapacidades: CONADIS). The third needs identification and impact evaluation are 
to be implemented in August 2011 and the second half of the year 2011, respectively. A Guideline for needs 
identification and impact evaluation has been elaborated, and the President of SECAP will approve by the 
termination of the Project. 

As mentioned above, needs identifications and impact evaluations were implemented and these guidelines 
will be approved during the project. With these outputs, it is evaluated that system of needs identification and 
impact evaluation of occupational training courses for the vulnerable sector are established

(4)  Output 4
[Indicator 1] The satisfaction rate of participants for the job accessing support is improved.
[Indicator 2] The guideline for job accessing support is elaborated and diffused to SECAP Headquarters 
and the participating training centers.

The job accessing support established in this project has two categories: One is a support for micro-
enterprise; and another is a job accessing support to enterprises. The former, support for micro-enterprise, 
is implemented in SECAP training centers as a “ micro-enterprise course”. The latter, the system of job 
accessing support to enterprise, has not been launched yet (By July 31st 2011, the information system will 
be completed). The information system is planned to connect participants of SECAP to institutions which 
have job recruitment information. SECAP headquarters will provide the participants’ individual data to the 
institutions, and the participants and SECAP will access information for job vacancies.

The satisfaction rate of participants for the job accessing support is high as the following chart.

The satisfaction rate of participants for the job accessing support
Goal Indicator Impact Evaluation (2011)

Very good 40% 29%
Good 30% 71%

Regular 15% 0%
Bad 10% 0%

Very Bad 5% 0%

The President of SECAP will approve the guideline for the job accessing support by termination of the 
Project. 

As mentioned above, one type of job accessing support has been already established and implemented. In 
addition, another of job accessing support will be launched soon. With these outputs, it is evaluated that, the 
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job accessing support system has been established in the SECAP headquarters and the participating training 
centers.

(5)  Output 5
[Indicator 1] The Inter-Institutional Committees for the development of the activities indicated in the 
item 3. are established.
[Indicator 2] The guideline for the Inter-Institutional Committees is elaborated.

The Inter-Institutional Committees (the Committee of support for the Disabled and the Committee of the 
Refugees) were established, and they had held meetings three times and had the fourth in accordance with the 
terminal evaluation. They had also frequently communicated with the Project team and these institutions by 
telephone and e-mails. (e.g.). With these institutions, SECAP implemented needs identifications and impact 
evaluations. SECAP  provides information on the occupational training courses to these institutions. The 
President of SECAP will approve the guideline for the Inter-Institutional Committees by the termination of 
the Project. 

As mentioned above, the Inter-Institutional Committees were established, and these institutions participate 
in activities of the Project. With these outputs, it is evaluated that inter-institutional cooperation system for the 
development of the activities for the Project has been established.

(6)  Output 6
[Indicator 1] Diffusion system of the model developed in the SECAP headquarters is established.
[Indicator 2] The guideline for diffusion of the model developed in the Project is elaborated.
[Indicator 3] The activities indicated in the elaborated guideline have been initiated.

The planning department of SECAP is in charge of diffusing the model. The department takes these roles; 
development of curricula and educational materials; needs identification, impact evaluation and job accessing 
support; and supervising all training centers of SECAP. The President of SECAP will approve the guideline 
for diffusion of the model by the termination of the Project. Activities for diffusing the model consist of 
three stages: distribution of curricula and education materials; implementation of needs identification and 
impact evaluation; and implementation of job accessing support. The first stage, Distribution of curricula and 
educational materials had been completed. The second stage, Needs identification had already been executed 
in the other training centers which had not participated in the project. The third stage, Impact evaluation, will 
be implemented in all training centers of SECAP in the second half of 2011. 

With these outputs, it is evaluated that diffusion system of the model developed in the Project has been 
established.

3-1-2  Achievement of Project Purpose

[Indicator 1] Technical-Pedagogical Norms of SECAP are updated on the basis of the model developed 
in the Project

SECAP implements the occupational training courses according to the Technical-Pedagogical Norms 
(TPN). SECAP utilizes guidelines when they need a detailed regulation which the TPN does not define. The 
Project has been elaborating guidelines and supporting SECAP to authorize guideline in order to qualify the 
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courses. When these guidelines were approved, the model would be disseminated to other SECAP training 
centers effectively. In other words, an achievement of output 2 means an achievement of output 1.

[Indicator 2] Guidelines of the model of the occupational training for the vulnerable sector are 
elaborated.

Eighteen guidelines have been elaborated on the basis of the model developed in the Project. These 
guidelines have been submitted to the President of SECAP. They will be approved by the President of SECAP 
by the termination of the Project.

[Indicator 3] Personnel in charge of the diffusion of the model are allocated in the planning department 
of SECAP.

Personnel in charge of the diffusion of the model are allocated in the planning department of SECAP, and 
the diffusion of the model to other SECAP training centers has been started.

[Indicator 4] The satisfaction rate of the participants and enterprises for the occupational training 
courses are improved.

In comparison between the result of the baseline survey and that of the impact evaluation, the satisfaction 
rate for the occupational training courses, both of the participants and the enterprises, improved as following; 

The satisfaction rate the occupational training courses
Participants Enterprises

Baseline Impact Evaluation Baseline Impact Evaluation
Very Good 5.2% 53.2% 9.3% 50.9%

Good 17.5% 40.3% 11.9% 46.8%
Regular 31% 5.3% 42.4% 2.3%

Bad 23.9% 0.9% 13.2% 0%
Very Bad 22.4% 0.2% 23.2% 0%

As mentioned above, guidelines are being elaborated on the basis on the model and are to be approved 
by the President of SECAP. Personnel who are in charge of the diffusion of the model are allocated in the 
planning department of SECAP. With these outputs, it is evaluated that the Project Purpose will be achieved 
by the termination of the Project

3-1-3  Achievement of Overall Goal

[Indicator 1] Curriculum and educational materials are diffused and applied in the training centers. 
Curricula and educational materials have been distributed to all the SECAP training centers  (18 centers). 

If   necessary facilitators and equipment are provided, this indicator will be achieved.

[Indicator 2] Increased job opportunity of the vulnerable sector
According to the impact evaluation, the employment rate of participants is as follows;
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The Employment rate of participants by training areas
Sewing 

Fabrication
Civil 

Construction
Cooking Electricity Machine Automobile 

Maintenance

Employment Rate 45.8% 61.1% 41.5% 72.5% 88.9% 72.7%

Employment Rate 
in the related field

n/a n/a n/a 40% 66.7% 49.1%

The Employment rate is higher than that of the mid-term evaluation (34%). Besides, 71.2% of the 
respondents answered that they received additional benefit after completing training courses, such as income 
growth, starting of micro-enterprise, and job-changing.

As mentioned above, if the model is diffused to other SECAP training centers and the occupational training 
is implemented in those centers, that job opportunities for the vulnerable sector can be increased and their 
livelihood can be improved.

3-2  Result of Evaluation
(1) Relevance: High

Promotion of the occupational training is listed not only in the Constitution of Republic of Ecuador 2008 but 
also in Government Plan 2007-2011, National Development Plan for good livelihood 2009-2013 (in Spanish, 
Plan Nacional para Buen Vivir 2009-2013) and National Plan for the Occupational Training 2010-2013 (in 
Spanish, Plan Nacional de Capacitación y Formación Profesional 2010-2013) which seeks to improvement 
of job opportunities, the quality of employment and enterprise opportunities for all the Ecuadorian people, 
including the vulnerable sector. 

The unemployment rate and the sub unemployment rate are high during the Project term. Besides, seven 
areas of training courses developed by the Project were determined on the basis of the results of needs 
identification survey implemented at the beginning of the Project.

According to the Country Data book published by the Ministry of Foreign Affairs of Japan in 2010, the basic 
policy for development assistance to Ecuador is identified as reduction of social disparity and improvement of 
productivity, and one of prioritized sector is poverty reduction.

The targeted group of the Project is the vulnerable sector (e.g. the Refugees, the Disabled, the young 
people and the Unemployed). The criteria for selecting pilot training centers were capacity of providing 
trainings (existence of full-time facilitators and laboratories), relationship with cooperative organizations and 
areas in which the targeted groups inhabit.

As mentioned above, the Project is consistent with Ecuadorian policies, Japanese ODA policies, and the 
development needs; therefore, the relevance is evaluated as high.

(2)  Effectiveness: High
The Project has six outputs, which will be achieved by the termination of the Project. In order to establish the 

model in the SECAP headquarters and training centers, it was important to improve the occupational training 
courses (curricula and educational materials, facilitators and laboratories), to execute needs identifications and 
impact evaluations, and to establish the job support system. Besides, it was essential to establish the system 
in order to diffuse the model to other training centers in the long term. Hence, it can be said that the Project 
Design Matrix (PDM) has its causal relation in it.

According to interviews and questionnaires, any hindrance was not identified. There are some contributing 
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factors, for example, good communication among people involved in the Project and high commitment to 
the Project by the SECAP headquarters and the training centers. In addition, any negative assumption is not 
identified.

As mentioned above, there is no problem on the causal relation in PDM, and the Project Purpose will be 
achieved until the termination of the Project. Therefore, the effectiveness is evaluated as high.

(3)  Efficiency: High
Although three Japanese experts were planned to be dispatched initially, the actual result is two long-term 

experts and one short-term. While the number of long-term expert was only two, the lack of input has little 
affected to the Project activities.

During the Project, the counterparts were always designated. According to project documents, there were  
some changes in the project director (the President of SECAP) and the project manager (the director of the 
planning department). However, these changes have not affected to the progress of the Project.

It was confirmed that provided equipment are sufficient for implementing basic occupational training 
courses. The quality and quantity of the equipment are highly evaluated. In addition, as the input of equipment 
was completed before starting of training courses, the input of equipment did not cause any delay to 
implementation of the training courses.

By the terminal evaluation, 17 counterpart personnel have participated in the training program executed 
in third-countries. According to interviews and questionnaires, all of them are satisfied with contents of the 
training program.

The initial planned Project cost is 270 million Japanese yen. The Project costs spent by the terminal 
evaluation are USD 1,060,342 (for equipment) and USD 420,449 (for local cost).

As mentioned above, it can be said that Japanese experts, counterparts, equipment and the counterpart 
training program in third-countries are appropriate for achieving outputs of the Project; therefore, the efficiency 
is evaluated as high.

(4)  Impact: High
The model of the occupational training for the vulnerable sector and the basic structure for its diffusion in 

the SECAP headquarters has been established. With this, some activities of diffusing the model have already 
started. Through the occupational training, job opportunities and livelihood of the vulnerable sector have been 
improved. Therefore, if the model is diffused to other training centers of SECAP, it is expected to have similar 
impact in these centers.

Additionally, through interviews and document reviews, following impacts were identified as well;
•  The cooperation agreement on the occupational training and the job accessing support for the disabled 

was concluded among inter-institutions (SECAP, the Vice-President of Ecuador, Ministry of Labour 
Relation, CONAIDS etc.). The cooperation agreement for the Refugees will be concluded in short 
term as well.

•  For refugee participants, as they can participate in the occupational training together with Ecuadorians, 
the refugees acquired not only occupational skills but also integration in the Ecuadorian society.

As mentioned above, the Overall Goal will be achieved and any negative impact is not identified; therefore, 
impact of the Project is evaluated as high.
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(5)  Sustainability: Intermediate
As the Ecuadorian policy of the occupational training for the vulnerable sector (e.g. the Constitution of 

Republic of Ecuador 2008, National Development Plan for good livelihood 2009-2013and National Plan 
for the Occupational Training 2010-2013) is to be continued as valid after termination of the Project, the 
sustainability of policies towards the Project is evaluated as high.

As for operational aspect of the counterpart, the structure for diffusion of the model has been established 
in the SECAP headquarters, and some activities for diffusion of the model have started. However, the SECAP 
headquarters needs some improvement in its management system, as there are various changes in managerial 
personnel and staffs and delay in distributing the budget to training centers. The budget of SECAP for the 
occupational training for the Vulnerable Sector is allocated from 30% of labour tax, 0.5% of salary, which 
means  there is fluctuation due to salary and employment population. The financial situation since 2008 is the 
following.

The financial situation of the Occupational Training for the Vulnerable Sector
Currency: US dollar

Budget Expenditure Surplus
2008 9,979,419 9,849,716 129,703
2009 9,555,195 8.702,244 852,951
2010 10,664,579 8,816,171 1,848,408
2011 11,580,000 n/a n/a

As the chart describes, around ten million US dollars are ensured every year, and there is retained surplus. 
In addition, as the budget of the occupational training for the vulnerable sector is regulated in the Presidential 
Decree, it can be considered that the budget will be allocated in the sustainable manner. According to the 
administration department of SECAP, the budget of the occupational training for the vulnerable sector in 2012 
will be 14 million US dollars, which amount is the highest so far, and counterpart personnel mentioned that 
the present budget amount is sufficient for implementing the occupational trainings. It can be concluded that 
there is the sufficient budget. 

The sustainability of technical aspect of SECAP is evaluated as intermediate. As SECAP had already 
implemented more than 300 occupational training courses with curricula and educational materials developed 
by the Project, it can be said that SECAP has already had the capacity for implementing the occupational 
training program. Through visiting some SECAP training centers and observation of the usage of equipment 
and laboratories, it is recognized that they have the capacity of maintenance. However, according to 
questionnaires, the half of respondents at training centers consider that there are still some points to be improved, 
for example allocation of technical staffs for the maintenance, elaboration of the equipment inspection sheets 
and an equipment maintenance plan. As for the security and hygiene, answer of questionnaires identified that 
the security and hygiene in training centers is improved through technical training for facilitators (security, 
hygiene and 5S), which made staffs start to clean and organize training centers. . On the other hand, there are 
some staffs in training centers recognizing that some improvements are necessary, for example installation of 
signal in all laboratories and cleaning equipment.  

While SECAP has already have the technique to continue the basic occupational training program for 
the vulnerable sector, SECAP needs to improve its technique more and to overcome some challenges (e.g. 
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management system of SECAP) for the sustainability, 
As mentioned above, as there are some challenges in terms of operation and technique (while the 

sustainability is high from policy and financial aspect), the sustainability of the Project is evaluated as 
intermediate.  

3-3  Promoting factors

Promoting factors for implementing the Project are good communication among people related to the 
Project (Japanese Experts, Counterparts and Involved institutions) and high commitment to the Project by 
counterparts. These are identified in interviews and questionnaires.

3-4  Hampering factors

The hampering factor for implementing the Project is the delay of completion of the information system in 
SECAP. The information system is related to the activity for job accessing support (especially, job access to 
enterprise). If the information system is completed, job access to enterprises will be started.

3-5. Conclusion

It is evaluated that the Project will be able to achieve its outputs and the Project Purpose. The model 
developed in the Project is consistent with needs of the vulnerable sector, and it is recognized that the 
occupational training contributes to job opportunity and improvement of livelihood.

The contributing factor is identified as high commitment to the Project by counterparts and good 
communication among people involved in the Project.

The occupational training for the Vulnerable Sector is considered as priority of the Ecuadorian policy, and 
financial situation is stable. To achieve the Overall Goal, it is essential for SECAP to diffuse the model to other 
training centers, and for those training centers to implement training courses appropriately. 

3-6  Recommendation

(1)  Recommendation to achieve the Project Goal
It is necessary that the Project continue to work on the following activities with counterparts in order to 

complete them by the termination of the Project.
•  Verification of all guidelines elaborated in the Project with the committee and approval by the President 

of SECAP.
•  Initiation and monitoring the structure of job insertion support in SECAP with the information system 

which are being developed at the timing of the terminal evaluation.
• Completion of the report of the impact evaluation.

(2)  Recommendation to achieve the Overall Goal
1)  Diffusion of the basic occupational training course
The SECAP headquarters and its training centers need the following preparation for implementing the 

basic occupational training courses for the vulnerable sector developed in the Project.
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•  Installation of the necessary equipment in the laboratories.
Retaining and training facilitators.
In order to implement these activities, accessibility for the disabled people should be considered such as 

improvement of facility access and designation of sign-language interprets.

2)  Expansion of the basic occupational training course
On the basis of the model developed in the Project, it is expected that the SECAP headquarters and its 

training centers try to recognize other various training needs and to increase the number of basic occupational 
training courses.

(3)  Recommendation to the counterparts.
In order to establish the management system in SECAP, on-going restructure of the organization system 

should be completed and its effect is expected. It is recommended that the information on training courses 
for the vulnerable sector should be provided preferentially for people with strong motivation for job getting.

3-7  Lessons learnt

(1)  Development of the model, aiming at the diffusion to all training centers of SECAP
The Project developed curricula and educational materials in collaboration with staffs of the SECAP 

headquarters and the training centers. The SECAP headquarters suggested that educational materials are  
registered to International Standard Book Number and the Ecuadorian Intellectual Property Institute (el 
Instituto Ecuatoriano de la Propiedad Intelectual).

With extracting ownerships not only from staffs of training centers but also from the SECAP headquarters, 
these activities were implemented. This is a special feature of the Project.

(2)  Utilization of human resources from third-countries.
The Project utilized human resources in third-countries in an active manner. The assets of past technical 

cooperation by JICA and counterpart trainings in third-countries which have similar cultural and social 
backgrounds contribute to the effectiveness and the efficiency.

(3)  Technical cooperation to the prioritized issue of the national policy.
The content and timing of the Project are consistent with the prioritized issue of the Ecuadorian policy. 

That is why the commitment to the Project by counterparts and inter-institutions is high, and the financial 
situation is stable. 
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

「社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト」（以下、プロジェクト）は、2008 年 11 月か

ら 3 年間実施されている技術協力プロジェクトである。プロジェクトでは、2010 年 11 月に中間

レビュー調査も実施され、活動の進捗状況や実績が確認された。この調査では若干の遅れがある

ものの、順調にプロジェクトが進められていると評価された。

今回の終了時評価調査では、プロジェクト終了 4 カ月前の時点における成果の実績、実施プロ

セス、プロジェクト目標の達成度、上位目標の達成見込みを確認するとともに、今後のプロジェ

クト活動やプロジェクト終了後の活動に対する提言及び類似プロジェクトへの教訓を導くことを

目的とした。

１－２　調査団の構成と調査機関

１－２－１　調査団員

日本側

担当分野 氏　名 所　　属

統括 / 団長 森田　千春 （独）国際協力機構　人間開発部社会保障課　調査役

職業訓練 飯田　洋丈 （独）雇用・能力開発機構　企画部　企画課長補佐

評価分析 福田　由紀 ビンコーインターナショナル株式会社コンサルタント

通訳 吉川　敦子 （財）日本国際協力センター

エクアドル側

氏　名 所　　属

Lic. Gina Vega 労働関係省

Eco. Juan Francisco Miranda 国際協力庁（SETECI）

Lic. Mayra Montenegro 国際協力庁（SETECI）

Sra. Maybritte Rasmussen 国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）

Lic. María Elena Yépez 障害者審議会（CONADIS）

Lic. María Augosta Lara 職業能力開発機構（SECAP）

１－２－２　調査期間

2011 年 6 月 20 日から 7 月 10 日（付属資料 1：調査日程参照）

１－３　対象プロジェクトの概要

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」記する）は、1 人当たりの GNI が 3,700 米ドル（2008
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年）
2
、国連開発計画（UNDP）発表の 2010 年版人間開発指標では 169 位中 77 位である

3
。一方、人

口の 38.3％が国内貧困ライン（National Poverty Line）以下で生活している
4
。都市部と農村部の貧

困率、民族分類別貧困率の差は大きく、特に、農村部の先住民とアフリカ系エクアドル人が貧困

の打撃を受けているとされている
5
。

エクアドル政府は、2008 年憲法第 35 条に「優先的ケアが必要な国民・グループ（Las Personas 
y Grupos de Atención Prioritaria：GAP）」（以下、社会的弱者）の定義を定めている。この定義に基

づき、社会開発調整省は、下記の 19 のグループを社会的弱者と設定している。

表－ 1　2008 年憲法による社会的弱者 19 グループ *

1 人間開発債（BDH）補助金受給者とその家族 11 障害者の家族

2 1 カ月以上失業している若者（19 〜 28 歳） 12 高齢者

3 3 カ月以上失業している 29 歳以上の成人 13 青少年（12 〜 18 歳）

4 不完全失業者 14 妊婦

5 インフォーマル・セクター従事者 15 障害者

6 最近移住した農村部住民 16 収監者

7 零細農民 17 重病人

8 職員及び見習い 18 社会的被排除者

9 家庭内労働者 19 家庭内・性的暴力・幼児虐待等の被害者

10 移民

*　 和訳は JICA エクアドル支所作成の「エクアドルにおける社会的弱者支援及び職業訓練にかかる政策分析」

を参照

現コレア政権は、社会的弱者が職業技能を習得し、生計が向上できるために職業能力開発機構

（Servicio Ecuatoriano de Capacitación Profecional：SECAP）の機能強化を通じた社会的弱者の職業

訓練サービスへのアクセス向上を重点課題の 1 つとして挙げている。これに伴い、2007 年 3 月

に大統領令を発令し、SECAP による社会的弱者向けの基礎技能訓練の実施を予算面で規定し、

国家職業訓練審議会（当時）が徴収する労働税の 30％を SECAP が実施する社会的弱者のための

無料訓練コースに充てることになった。

SECAP は従来、産業人材の育成を中心とした訓練を実施したきたが、「社会的弱者」と対象と

した職業訓練の実施経験に乏しかったことから、日本政府に技術協力の要請がなされた。これを

受け、本プロジェクトの実施を開始した。

プロジェクトの協力内容は以下のとおりである。

2
　外務省（2010）政府開発援助（ODA）国別データブック

3
　国連開発計画（2010）Human Development Report 2010 The Real Wealth of Nations：Pathways to Human Development

4
　国連開発計画（2010）Ibid.

5
　JICA エクアドル支所（2011）エクアドルにおける社会的弱者支援及び職業訓練にかかる政策分析



－ 3 －

【社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト概要】

（上位目標）

「社会的弱者向けの基礎技能訓練モデル」（以下、「モデル」）
6
が SECAP 訓練センター（18

カ所）に普及し、社会的弱者向けの基礎技能訓練が実施され、社会的弱者の就労機会が増加

し、生計が向上する。

（プロジェクト目標）

「モデル」が SECAP 本部とプロジェクト対象訓練センター（8 カ所）で構築され、その普

及体制が SECAP 本部で確立される。

（成果）

①　社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改善される。

②　社会的弱者向けの基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。

③　 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースがニーズ調査・追跡調査のシステムが確立され

る。

④　就労支援システムが SECAP 本部及び SECAP 訓練センターで確立される。

⑤　プロジェクト活動のための関係機関との協力体制が構築される。

⑥　プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。

（対象訓練センター）

①インバブラ総合訓練センター（Centro Múltiple de Imbabura：CMI）
②アマゾニア総合訓練センター（Centro Múltiple de la Amazonía：CMA）

③ サントドミンゴ総合訓練センター（Centro Múltiple de Santo Domingo de los Tsáchilas：
CMSD）

④北部地域工業訓練センター（Centro Regional de Formación Industrial del Norte：CERFIN）

⑤キト商業・サービス訓練センター（Centro de Comercio y Servicio Quito：CCYSQ）

⑥キト南部総合訓練センター（Centro Múltiple Quito Sur：CMQS）
⑦クエンカ工業訓練センター（Centro de Formación Industrial de Cuenca：CEFIC）
⑧アンバト工業訓練センター（Centro de Formación Industrial de Ambato：CEFIA）

6
　 統一化された社会的弱者向け基礎技能訓練コース（プロジェクトで開発された 20 コース）の計画・実施、ニーズ調査・追跡調査

の実施、就労支援体制のこと。
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第２章　終了時評価の方法

２－１　評価グリッド

本終了時評価調査では、プロジェクト開始時に作成されたプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）付属資料 2 を参照）に基づき、評価グリッドを作成した（付属資料 3 を参照）。この

評価グリッドを参考に、評価調査時における成果の実績と実施プロセスを検証した。その後、評

価5項目の観点からプロジェクトの評価を行った。この評価5項目
7
の定義は以下のとおりである。

（1）妥当性（Relevance）
エクアドル政府及び日本政府の政策や方針との整合性、裨益者のニーズ、プロジェクト対

象者、対象センター選定の有効性を検証する。

（2）有効性（Effectiveness）
プロジェクト目標の達成見込み、成果の貢献度を検証する。

（3）効率性（Efficiency）
投入と成果の結びつきや投入の量や質が適切であったかを検証する。

（4）インパクト（Impact）
上位目標の達成見込み、予期していなかった正負のインパクトの発生を検証する。

（5）持続性（Sustainability）
プロジェクト終了後も、政府の政策、技術、財政状況を考慮し、発現した効果が持続され

るかを検証する。

２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

本終了時評価調査では、①文献調査、②質問票調査、③インタビュー調査により情報・デー

タ収集を実施した。また、プロジェクトの対象となった 8 訓練センターのうち、5 訓練センター

（CERFIN、CMQS、CMSD、CMI、CMA）での視察調査を行った。

アンケート調査の対象者は合計 71 名であった。この内訳は 54 名がカウンターパート（選定し

た SECAP 本部職員と対象訓練センター職員）、17 名が第三国研修の参加者（全員）となっている。

カウンターパートはプロジェクト期間中に交代や離職が多かったため、プロジェクトチームとの

協議の結果、以下の条件に該当する職員を選定した。

・現在、カウンターパートとされる役職に在職している。

・1 年以上カウンターパートとしてプロジェクトと協力し、現在も SECAP に勤務している。

これらの方法をもとに収集した情報やデータは、実施協議報告書、PDM の指標及び中間レ

ビュー調査時の提言と比較し、成果の実績と実施プロセスを検証した。この検証をもとに、評価

5 項目の観点から本プロジェクトの評価結果を引き出した。

7
　1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された評価基準。
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第３章　調査結果

３－１　現地調査結果

現地調査では関係者へのインタビュー、プロジェクト対象訓練センターへの視察、基礎技能訓

練コース修了生の職場訪問、現地入手資料のレビューを行った。訓練センターの視察と修了生の

職場訪問はエクアドル側評価団員も同行した。

この調査では、プロジェクトの実績や実施プロセスの確認を行った。これにより、カウンター

パートの社会的弱者向け基礎技能訓練コースに対するコミットメントの高さやプロジェクトが開

発したカリキュラム・教材の評価の高さを確認することができた。

対象訓練センターの視察では、実習場の整備や機材管理の状況確認とコース見学を行った。機

材や道具の整理整頓が行きとどいており、実習場もきれいに掃除されていた。コース見学では、

指導員、受講生ともにコース内容や教材に満足し、意欲的に訓練に参加していることが確認でき

た。

修了生の職場訪問では、修了生が働くパン屋や自動車整備工場でインタビュー調査を実施した。

どの修了生もコース受講のおかげで、仕事を始めることができた、これまでの仕事内容が充実

し、生計が向上したという報告を聞くことができた。

以上のように、プロジェクトがコースの受講生や修了生からも高い評価を得ていることを確認

することができた。

３－２　プロジェクトの実績

プロジェクトの実績は、投入実績と活動実績（成果の達成度）の 2 つの観点から検証する。

３－２－１　投入実績

（1）日本側投入

1）　長期専門家

本プロジェクトで投入された日本人長期専門家は 2 名であり、指導科目はチーフアド

バイザー / 職業訓練管理と連携活動 / 業務調整であった。

2）　短期専門家

本プロジェクトで投入された日本人短期専門家は 1名であり、指導科目はニーズ調査・

追跡調査 / 訓練計画であった。

3）　第三国専門家

本プロジェクトに投入された第三国専門家はパラグアイから 1 名（指導技法）、ブラ

ジルから 3 名（カリキュラム及び教材開発手法、訓練管理改善、訓練管理）であった。

4）　第三国研修

本プロジェクト開始後、SECAP 本部及び SECAP 訓練センターの事務職員や指導員合

計 17 名がペルー、コロンビア、ブラジル及びパラグアイに派遣された（詳細は付属資

料 5 を参照）。

5）　機材供与

本プロジェクトでは必要な機材が投入された。機材供与額は 1,060,342US ドルであっ

た。
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6）　現地業務費

これまでに本プロジェクトで投入された現地業務費は合計 420,449US ドルであった。

その内訳は追加機材供与費、プロジェクト活動費、第三国短期専門家、第三国研修であ

る。

（2）エクアドル側投入

1）　カウンターパートの配置

本プロジェクトに配置されたカウンターパートは合計 18 名（プロジェクトディレク

ター 1 名、プロジェクトマネジャー 1 名、訓練センター所長 8 名、訓練センター「社会

的弱者コース」責任者 8 名）であった。

2）　土地、建物、施設の提供

SECAP 訓練センターの教室、実習場、専門家の執務室と備品、車両が継続的に提供

されている。また、各対象訓練センターの実習場の建設や修復も行われた。

3）　プロジェクト活動への予算支出

2007 年以降、SECAP は社会的弱者向けの予算を計上しており、その予算はプロジェ

クト活動の 1 つである基礎技能訓練コースの実施に割り当てられている。2007 年から

2011 年の SECAP 社会的弱者向け基礎技能訓練コース予算は表－１のとおり。

表－１　SECAP 社会的弱者向け基礎技能訓練コース予算

（単位：US ドル）

2008 年 2009 年 2010 年 2011 年

9,979,419 9,555,195 10,664,579 11,580,000

３－２－２　活動実績

PDM に記載されている成果指標を用い、本プロジェクトの 6 つの成果の達成度を以下のと

おりに評価をした。

（1）成果 1：カリキュラム、教材及び実習場が改善される。

【指標 1】少なくとも 300以上の社会的弱者向け基礎技能訓練コースがSECAP訓練センター

で試行される。

【指標 2】各基礎技能訓練コース終了時の評価結果に基づき、カリキュラム及び教材が改

訂され、基礎技能訓練コースの内容が見直される。

プロジェクトが開発したカリキュラム・教材を使用した基礎技能訓練コースは 7 分野

20 コースである（コース名の詳細は指標 2 に記載）。

終了時評価調査時点で確認された各対象訓練センターの技術分野別のコース実施状況

は、表－２のとおり。
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表－２　技術分野別実施コース数

技術分野 CERFIN CEFIC CEFIA CCySQ CMQS CMSD CMI CMA 計

工業縫製 - - 13 - - 6 8 9 36

建築 12 - 6 - - 2 4 8 32

調理 - 19 - 13 8 14 38 22 114

機械金属 - - - - - 2 3 3 8

自動車整備 - - - - - 3 10 14 27

電気 - - - - - 2 7 3 12

起業 10 7 4 23 12 18 6 14 94

合計 22 26 23 36 20 47 76 73 323
出所：プロジェクト作成資料（2011 年 6 月 30 日現在）

表－２のとおり、実施済の社会的弱者向けの基礎技能訓練コースは 323 コースである。

また、203 コースが実施中であることから、指標 1 は既に達成されている。

プロジェクトで開発された基礎技能訓練コースのカリキュラム・教材は、合計 20 コー

ス 70 モジュール分であった。そのなかで、終了時評価時点で改訂されたカリキュラム・

教材の数は 17 コース 60 モジュール分である。技術分野別のカリキュラムと教材の開発実

績は表－３のとおりである。

表－３　カリキュラム及び教材開発の実績数

技術分野 コース名 モジュール数 改訂実績

工業縫製

女性用衣料品 5 ○

男性用衣料品 5 ○

運動着 5 ○

女性用下着 5 ○

男性用下着 4 ○

工業縫製機材運用保守 * 2 ○

建築
左官 4 ○

配管 4 ○

調理

エクアドル料理 3

国際料理 3

製パン・製菓 3

機械金属

アーク溶接 3 ○

鉄製ドア・窓製作 4 ○

鉄骨構造物製作 3 ○
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自動車整備

エンジン保守修理 3 ○

足回り保守修理 3 ○

パンク修理・ホイール保守修理 2 ○

自動車電気整備 4 ○

電気 住宅電気配線 3 ○

起業 起業 2 ○

合計 20 コース 70
*2 モジュールのうち、1 モジュールしか改訂されていない。

出所：プロジェクト作成資料

改訂は 2 つの方法で行われた。1 つ目は各訓練センターの指導員に対するコース実施後

のアンケート調査により得た提言を基にした改訂方法、2 つ目はプロジェクトのカウン

ターパートによるカリキュラム・教材分析作業結果に基づいた改訂作業である。

また、SECAP の意向により、すべての教材は国際標準図書番号（ISBN）とエクアドル

知的財産協会に登録された。

したがって、各訓練センターの指導実績に基づいたカリキュラム及び教材の改訂とコー

ス内容の見直しがなされていることから、この指標は達成している。

以上のように、社会的弱者向け基礎技能訓練コースに必要なカリキュラム・教材の開発

と見直し、機材供与も行われていることから、基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、

実習場は改善された。

（2）成果 2：指導員訓練の体制が構築される。

【指標 1】100 人以上の指導員が訓練される。

【指標 2】基礎技能訓練コース受講者の指導員に対する満足度が上がっている。

終了時評価調査時点で、合計 230 名の指導員が指導技法に係る訓練を受けている。その

内訳はプロジェクト対象訓練センター指導員が 156 名、プロジェクト対象外訓練センター

職員が 40 名、その他の機関（障害者団体：CEPRODIS）が 34 名である。

また、指導員訓練に係るカリキュラム及び教材（指導員用マニュアル 3 種類、受講者用

マニュアル 4種類）は、すべて作成されており、これを用いた訓練が計 11回実施されている。

さらに、技術訓練も 8 コース実施されており、合計 62 名の指導員が参加した。

質問票調査によれば、プロジェクト対象訓練センターの回答者全員が指導員訓練により

指導技法（講義指導、実技指導、学習評価）が改善されたと認識している。訓練センター

の指導員には、担当分野での実務経験は多くもっていても、他人に指導した経験がない人

もいるため、指導技法の訓練は有効であった。また、工業縫製、溶接、安全管理・5S（整

理・整頓・清掃・清潔・しつけ）などの技術訓練も実施された。したがって、目標値であ

る 100 名を大きく上回っていることから、指標 1 は既に達成している。

指導員に対する満足度調査は追跡調査の項目として実施された。この調査結果は表－４

のとおりである。
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表－ 4　受講生の指導員に対する満足度

（単位：％）

ベースライン調査

（2009 年）

追跡調査

（2011 年）

とても良い 20.1 61.9

良い 28.4 35.3

普通 35.6 2.5

悪い 10.6 0.2

とても悪い 5.2 0.1

この調査結果から、調査に協力した受講者の 95％以上が指導員の指導技法を「とても

良い」または「良い」と回答している。また、受講生や修了生へのインタビューによると、

全員が指導員の教え方、受講生に対する接し方を評価していた。したがって、指導員に対

する満足度は上がっており、指標 2 は達成しているといえる。

以上のように、指導員訓練のカリキュラム・教材も作成され、その実績もあること、そ

して、受講生の指導員に対する満足度も上がっていることから、社会的弱者向け基礎技能

訓練コースの指導員訓練体制は構築されていると評価できる。

（3 ）成果 3：社会的弱者向け職業訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシステムが構築され

る。

【指標 1】SECAP 普及員により、ニーズ調査・追跡調査が UNHCR などの関係機関の協力

のもと、2 回以上実施される。

【指標 2】ニーズ調査・追跡調査についての取り決めが技術教務規定に反映され、ニーズ

調査・追跡調査の実施要領が作成される。

ニーズ調査・追跡調査は SECAP 企画部が中心となり、各訓練センターとともに実施さ

れた。終了時評価までに実施されたニーズ調査・追跡調査の実績は表－５、表－６のとお

り。

表－５　ニーズ調査実績表

実施期間 対象地域

対象者

調査方法 実施機関住民
企業

一般 障害者 難民

2008 年 7 〜 8 月 6 県 * 840 385 357 670 アンケー

ト調査

労働関係省、

UNHCR、
CONADIS、SECAP
本部、訓練センター

2009 年 9 〜 10 月 9 県 ** 2,046 846 アンケー

ト調査

SECAP 本部、訓練

センター

*6 県：プロジェクト対象訓練センター所在地域

**9 県：プロジェクト対象外訓練センター所在地域
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表－６　追跡調査実績表

実施日 対象地域

対象者

調査方法 実施機関コース

修了生

修了生

在職企業

地方行政

連携機関

2010 年 12 〜

2011 年 3 月
6 県 * 398 134 40

アンケー

ト調査

UNHCR、NGO、

CONADIS、SECAP 本

部、訓練センター

2011 年 5 〜 6 月 3 県 * 122 35 10
アンケー

ト調査
SECAP 本部

* プロジェクト対象訓練センター所在地域

ニーズ調査は、報告書の作成も完了しており、第 3 回目が 2011 年 8 月ごろに実施予定

である。追跡調査は、集計が完了しているものの、報告書の完成はまだである。追跡調査

も第 3 回目がプロジェクト対象外訓練センターにおいて 2011 年下半期中に実施される予

定である。

この手法を適用したニーズ調査・追跡調査の実施要領は既に完成している。

以上のように、ニーズ調査・追跡調査の実績もあり、それぞれの実施要領は、プロジェ

クト終了までに SECAP 総裁により承認される予定であることから、ニーズ調査・追跡調

査のシステムは確立される見込みがある。

（4）成果 4：就労支援システムが SECAP 本部及び SECAP 訓練センターで確立される。

【指標 1】基礎技能訓練コース受講者の就労支援への満足度が上がる。

【指標 2】就労支援について実施要領が作成される。

プロジェクトにより構築すべき就労支援体制は、企業への就労支援と小規模ビジネス起

業支援の２つに分類される。企業への就労支援体制とは、SECAP 本部に収集された各訓

練センターの修了生の個人情報を労働関係省やその他関係機関に情報処理システムを通し

て提供し、それらの機関が修了生に就労情報を提供する体制である。現在、この情報処理

システムは開発中であるため、企業への就労支援体制は開始されていない（2011 年 7 月

31 日までには情報処理システム開発が完了予定）。この活動を促進するために、就労支援

体制を紹介するリーフレットも存在する。小規模ビジネス起業支援では、マイクロクレジッ

トに関する情報を含んだ起業コースを実施している。

追跡調査を通して、就労支援の満足度が確認された。ベースライン調査結果では非常に

低かったため、プロジェクトが定めた目標値と比較することとする。
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表－７　就労支援に対する満足度

（単位：％）

目標値 追跡調査結果（2011 年）

とても良い 40 29

良い 30 71

普通 15 0

悪い 10 0

とても悪い 5 0

この追跡調査結果から、調査に協力した修了生の全員が就労支援に対し、「とても良い」

または「良い」と回答していることから、就労支援への満足度が高いといえる。

就労支援に関する実施要領は既に完成しており、規程委員会の承認は得ている。この実

施要領は、プロジェクト終了までに SECAP 総裁により承認される予定である。

以上のように、就労支援体制の一部は既に確立され、実施されており、開始されていな

い就労支援も近々開始される予定であることから、就労支援システムは SECAP 本部及び

SECAP 訓練センターで確立される見込みがある。

（5）成果 5：プロジェクト活動を発展させるための関係機関との委員会が設立される。

【指標 1】成果 3、成果 4 に示された活動のための関係機関との委員会が設立される。

【指標 2】関係機関との委員会について実施要領が作成される。

終了時評価時点までに設立された委員会と開催の実績は、表－８のとおりである。

表－８　関係機関との委員会実績

委員会名 会議実施日 参加機関

障害者支援委員会

① 2009 年 8 月 5 日

② 2009 年 12 月 16 日

③ 2011 年 5 月 4 日

SECAP 企画部、訓練センター

CONADIS、プロジェクト事務所

難民支援委員会

① 2009 年 8 月 5 日

② 2009 年 12 月 16 日

③ 2010 年 11 月 17 日

④ 2011 年 4 月 8 日

SECAP 企画部、訓練センター

UNHCR、プロジェクト事務所

プロジェクトチームによる報告書や質問票、インタビュー調査によれば、委員会の会合

以外（例えば、電話やメール）による情報交換も頻繁に行われていた。

関係機関との委員会設立実施要領は既に完成しており、規程委員会の承認は得ている。

この実施要領は、プロジェクト終了までに SECAP 総裁により承認される予定である。

このように、委員会の実績もあり、関係機関がプロジェクト活動に参加していることか

ら、プロジェクト活動のための関係機関との協力体制は構築される見込みがある。
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（6）成果 6：プロジェクトで開発されたモデルの普及体制が構築される。

【指標 1】SECAP 本部に「モデル」普及体制が構築される。

【指標 2】プロジェクトで開発された「モデル」普及のための実施要領が作成される。

【指標 3】実施要領で定められた活動が開始される。

SECAP 企画部が「モデル」普及を担当している。企画部職員がカリキュラム・教材開発、

ニーズ調査・追跡調査、就労支援に関する計画立案や SECAP 訓練センターへの実施指示

及び助言を行っている。本プロジェクトで策定した「モデル」実施方法が（SECAP 本部

から各訓練センターに）伝達される体制は整備されている。

「モデル」普及のための実施要領は作成された。この実施要領はプロジェクト終了まで

に SECAP 総裁により承認される予定である

指標 1 で記載した体制を通して、プロジェクトで開発された基礎技能訓練コースのカリ

キュラム・教材、ニーズ調査・追跡調査、就労支援体制がプロジェクト対象外訓練センター

に普及され始めている。カリキュラム・教材は既にプロジェクト対象外訓練センターに配

付済である。2 回目のニーズ調査は全国レベルで実施され、3 回目を 2011 年 8 月に実施予

定である。追跡調査も 2011年下半期に 3回目の調査を全国レベルで実施される予定である。

就労支援体制は起業コースを通して、プロジェクト対象外訓練センターにおいても、既

に小規模ビジネス企業支援を実施中である。企業への就労支援は、現在情報システムの構

築中であり、このシステムを利用する就労支援はまだ始まっていない。

以上のように、プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制は構築される見込みが

ある。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

【プロジェクト目標】「モデル」が SECAP 本部とプロジェクト対象訓練センターで構築され、

その普及体制が SECAP で確立されるか。

（指標 1）「モデル」を基に改訂された SECAP の技術教務規定はあるか。

SECAP は技術教務規定に沿って、職業訓練を実施している。この技術教務規定で明記で

きない詳細な規定を実施要領という形で補うこととなっている。プロジェクトでは、SECAP
技術教務規定そのものを改訂するのではなく、実施要領を作成し、承認されるように働きか

けている。この実施要領が承認されれば、十分な「モデル」普及が見込める。したがって、

指標 1 は、指標 2 が達成されれば、達成されることとなる。

（指標 2）SECAP 訓練センター向けの「モデル」実施要領はあるか。

現在、「モデル」を基にした実施要領の作成が進んでいる。これまで作成された実施要領

は、案も含めて全部で 18 あり（詳細は３－５、３－５－１活動の進捗状況）、プロジェクト

として開発されるべき実施要領（PDM に明記されている実施要領）は 9 つである（表－ 12
参照）。これらの実施要領は、プロジェクト終了までに SECAP 総裁により承認される予定で

ある。したがって、指標 2 は達成する見込みである。

（指標 3）「モデル」普及のための要員が SECAP 本部に配置されているか。
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「モデル」普及（カリキュラム・教材開発担当、ニーズ調査・追跡調査担当、就労支援体制）

の要員は SECAP 本部企画部に配置されている。企画部の担当者を中心に、プロジェクト対

象外訓練センターへの「モデル」普及が開始されている（詳細は 3 − 2 − 2（6））。したがって、

指標 3 は達成している。

（指標 4）基礎技能訓練コース受講生と就職先企業のコースに対する満足度が上がっている

か。

追跡調査によると、修了生と就職先企業のコースに対する満足度は表－９のとおり。

表－９　コースに対する満足度

（単位：％）

修了生 就職先企業

ベースライン調査

（2009 年）

追跡調査

（2011 年）
ベースライン調査 追跡調査

とても良い 5.2 53.2 9.3 50.9

良い 17.5 40.3 11.9 46.8

普通 31.0 5.3 42.4 2.3

悪い 23.9 0.9 13.2 0

とても悪い 22.4 0.2 23.2 0

表－９のように、ベースライン調査と比較すると、修了生と就職先企業のコースに対する

満足度は大幅に増加している。

以上のように、「モデル」を基にした実施要領の作成が完了し、SECAP 総裁による承認が

得られること、「モデル」普及の要員が SECAP 企画部に配置されていることから、プロジェ

クト終了までにプロジェクト目標は達成する見込みがある。

３－４　上位目標の達成状況

【上位目標】社会的弱者向けの基礎技能訓練モデルが SECAP 訓練センター（18 カ所）に普及し、

社会的弱者向けの基礎技能訓練が実施され、社会的弱者の就労機会が増加し、生計が向上される。

（指標 1）カリキュラムと教材が SECAP 訓練センターに配付され、使用される。

SECAP 企画部が主体となり、プロジェクトで開発されたコースのカリキュラム・教材が

SECAP 訓練センターに配付された。このカリキュラム・教材を使用したコースを実施する

ために、各訓練センターの機材所有状況と指導員の有無を把握する必要がある。現状が把握

され、コース実施に必要な指導員と機材が揃えば、この指標は達成される見込みがある。

（指標 2）社会的弱者の就労機会が増加しているか（就職率は改善しているか）。

追跡調査によれば、コース修了生の就業率は表－ 10 のとおり。
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表－ 10　分野別コース修了生の就業率

（単位：％）

工業縫製 建築 調理 電気 機械金属 自動車整備

就業率 45.8 61.1 41.5 72.5 88.9 72.7

受講コース分

野への就業率
n/a n/a n/a 40 66.7 49.1

表－ 10 のとおり、コース修了生のおよそ大半が就業している。また、中間レビュー調査

時の就業率（34％）と比較すると、就業率は上がっている。追跡調査では就業率だけでなく、

コース修了後に受けた便益も調査項目とされた。追跡調査対象者（520 名）のうち、71.2％（370
名）がコース修了後に追加的便益があったと回答している。

主な便益の内容は表－ 11 のとおり。

表－ 11　コース修了後の便益

主な便益 回答者数（件） 割合（％）

収入があがった 78 15

就職した 70 13.5

小規模起業 53 10.2

仕事の質が向上した 50 9.6

転職した 46 8.8
注：割合は全体を 520 名として計算したもの

以上のように、SECAP 訓練センターに「モデル」が普及され、基礎技能訓練が実施されれば、

社会的弱者の就労機会は増加し、生計が向上する見込みがある。

３－５　プロジェクトの実施プロセス

３－５－１　活動の進捗状況

PDM によると、24 の活動が 6 つの成果を達成するための活動であり、これまで計画どおり

進捗してきている。

このうち、プロジェクト終了時までに完了すべき活動は、実施要領作成に関する活動、追跡

調査に関する活動、就労支援体制に関する活動、である。

実施要領作成の進捗状況は表－ 12 のとおり。

追跡調査の進捗状況は、調査結果の集計と分析は完了している。しかし、「モデル」の有効

性を確認するために報告書の完成が必須である。

就労支援体制の進捗状況は、企業への就労支援体制の 1 つである情報システムがまだ構築中

であるため、このシステムを利用した修了生への情報提供はまだ開始されていない。このシス

テムが構築されない限り、修了生の情報を労働関係省の就職情報市場へ送ることができない。

SECAP 職員へのインタビュー調査によると、このシステムの開発は 2011 年 7 月 31 日までに

完了する予定である。
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表－ 12　実施要領の作成状況

PDM 検証中 承認待ち
委員会

承認
総裁承認

1 技術教務規定作成委員会設立実施要領 ◎

2 技術委員会運営実施要領 ◎

3 規定作成、コード化、承認実施要領 ◎

4 指導員選定・契約実施要領 ◎

5 合同委員会、運営実施要領 ◎ ◎

6 カリキュラム・教材利用・普及実施要領 ◎ ◎

7 就労支援実施要領 ◎ ◎

8 コース修了証書作成・認定実施要領 ◎

9 カリキュラム開発実施要領 ◎ ◎

10 実習場整備実施要領 ◎ ◎

11 訓練コース・指導員評価実施要領 ◎

12 指導員訓練実施要領 ◎ ◎

13 ニーズ調査実施要領 ◎ ◎

14 追跡調査実施要領 ◎ ◎

15 訓練コース企画実施要領 ◎

16 内部委員会設立・運営実施要領 ◎

17 機材保守管理実施要領 ◎

18 教材開発実施要領 ◎ ◎

３－５－２　プロジェクトの運営体制

プロジェクトの運営体制は、カウンターパートの体制強化とプロジェクト関係者間のコミュ

ニケーションの 2 つの観点から分析した。

カウンターパート機関である SECAP 本部は組織改革を進めている。SECAP 企画部（職業訓

練の技術的管理の責任部署）の役割の重要性を鑑み、中間レビュー調査の提言の 1 つとして、

SECAP 企画部の強化の優先が挙げられていた。しかし、現在も SECAP は組織改革中であり、

SECAP 企画部が十分強化されているとは断言できない。

プロジェクト関係者（日本人専門家、カウンターパート、関係機関）のコミュニケーション

に関し、アンケートやインタビュー調査で確認した。

カウンターパート（SECAP 本部及び SECAP 訓練センター職員）への質問票の回答によると、

日本人専門家とのコミュニケーションは良好であった。会議のみならず、個別にコミュニケー

ションをとっていた職員が半数以上いた。特に、個別のコミュニケーション（例えば、日本人

専門家のオフィスに訪問する）はインタビュー調査でも確認できており、日本人専門家とカウ

ンターパートの間のコミュニケーションが密に行われていた。

関係機関とのコミュニケーションは良好であったことが確認された。各訓練センター職員に

は個別にコミュニケーションをとっている人も多かった。一方、関係機関からはコース情報の
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提供が遅かった事例（例えば、コース開始直前に受講生を募る）が報告された。この対策とし

て、現在 SECAP から定期的に必要なコース情報が提供されるようになった。

以上のように、カウンターパートの体制強化は、現在も進行中であるものの、プロジェクト

関係者間のコミュニケーションはとても良好であったことから、プロジェクトの運営に支障は

なかった。

３－５－３　関係者のプロジェクトに対するコミットメント

質問票の調査によると、SECAP 本部及び SECAP 訓練センター職員のプロジェクトへの理解

度は 71 名中 68 名が「とても高い」または「高い」と回答している。また、プロジェクトへの

関心は全員が「とても高い」または「高い」と回答している。

インタビュー調査や訓練センター訪問においても、理解度や関心の高さを確認できた。例え

ば、実務担当者が業務の改善に関しさまざまなアイディアをもち、日本人専門家へ相談や積極

的な意見交換をしていることが挙げられる。また、専属カウンターパートが 2 名配置されてい

る現状からもプロジェクトに対するコミットメントは高い。

以上の観点から、プロジェクトの実施プロセスを妨げる大きな問題は確認されなかった。



－ 17 －

第４章　評価結果

４－１　評価 5 項目の評価結果

４－１－１　妥当性：高い

妥当性は、エクアドル政府の政策との整合性、開発ニーズとの整合性、日本の援助政策との

整合性、プロジェクトの方法の 4 つの観点から検証する。

（1）エクアドル政府の政策

プロジェクトの方法は、さまざまな社会支援計画を通して社会的弱者を支援するエクア

ドル政府の政策と合致している。「エクアドル国憲法」のほか、「政府計画 2007 ～ 2011」、「よ

き生活のための国家開発計画 2009 ～ 2013」、「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」のなかで、

社会的弱者を含むすべての国民にとって就労機会や雇用の質、起業機会が改善するために

職業訓練プロセスを促進することを政策としている。

したがって、本プロジェクトは、エクアドル国政策との整合性は高い。

（2）開発ニーズ

開発ニーズの整合性は、社会的弱者の就労状況とニーズにあった職業訓練内容の 2 点か

ら検証する。

社会的弱者の就労状況をプロジェクト期間中である 2009 年と 2010 年の全国規模の失業

率と不完全雇用率から確認する。

表－ 13　エクアドル国の失業率と不完全雇用率（単位：％）

失業率 不完全雇用率

男性 女性 全体 男性 女性 全体

2009 年 5.2 8.3 6.5 57.0 64.6 60.1

2010 年 4.1 6.4 5.0 53.5 62.0 56.8
出所：INEC

プロジェクトが開発したコースの 7 つの訓練分野は、プロジェクト開始直後に実施され

たニーズ調査結果に基づき決定された。

以上のように、就労状況は介入すべき状況であり、就労機会改善ニーズに基づいてコー

スを選定していることから、本プロジェクトの妥当性は高い。

（3）日本の援助政策

日本の政府開発援助（ODA）重点分野には、職業訓練を含む教育分野が含まれている。

また、2010 年外務省発行の国別データブック：エクアドルによれば、対エクアドルの援

助基本方針として、社会的格差の解消や生産性の向上を基本方針として掲げており、重点

分野の 1 つを貧困対策としている。

以上のように、教育分野に対する支援であるということ、また本プロジェクトの上位目
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標である社会的弱者の生計向上は、貧困対策の 1 つであることから、本プロジェクトと日

本の援助政策の整合性は高い。

（4）プロジェクトの方法

プロジェクトの方法は、ターゲットグループの選定とプロジェクト対象地域の選定の 2
つの観点から検証する。

プロジェクトのターゲットグループは社会的弱者のグループ（例えば、難民、障害者、

若者、失業者）にあてはまる。プロジェクト対象訓練センターの選定基準は、訓練センター

としての能力（常勤指導員の有無、実習場のキャパシティ）、連携機関の事務所やターゲッ

トグループの所在であった。

以上のように、本プロジェクトはエクアドルの政策、日本政府の開発援助政策、開発ニー

ズと整合していることから、妥当性は高いと評価できる。

４－１－２　有効性：高い

有効性はプロジェクト目標の達成見込み、PDM 上の因果関係、プロジェクト目標達成の貢

献要因と阻害要因の 3 つの観点から検証する。

（1）プロジェクト目標の達成見込み

３－３で述べたとおり、プロジェクト目標は達成される見込みである。

（2）PDM 上の因果関係

PDM 上の論理では、成果が達成されたあと、プロジェクト目標が達成される。本プロジェ

クトは 6 つの成果をもっており、これらはプロジェクト終了時までに達成が見込まれてい

る。SECAP 本部及び SECAP 訓練センターに「モデル」が構築され、SECAP 本部に普及体

制が確立されるためには 6 つの成果は必須である。したがって、PDM 上の因果関係はあっ

たといえる。

（3）プロジェクト目標の貢献要因と阻害要因

質問票の回答やインタビュー調査によると、阻害要因は確認されなかった。貢献要因と

して挙げられたことはプロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションと SECAP 本部

及び SECAP 訓練センターのプロジェクトに対する高いコミットメントなどである。

上記のとおり、PDM 上の因果関係に問題はなく、プロジェクト終了時にプロジェクト

目標が達成される見込みがあることから、本プロジェクトの有効性は高いと評価できる。

４－１－３　効率性：高い

効率性は投入（専門家派遣、カウンターパートの配置、供与機材、第三国研修、協力期間）

の１つの観点から検証する。

日本人専門家の投入計画は、長期専門家 3 名であったが、実績は長期専門家 2 名、短期専門

家 1 名となった。長期専門家 2 名だけでプロジェクトは実施されたが、プロジェクト活動に影

響を与えることはなかった。この理由としては、専門家の 1 名がニーズ調査・追跡調査に精通
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していたため兼務が可能であったこと、そして、カウンターパートの積極的な取り組みが挙げ

られる。

プロジェクト期間中、カウンターパートは常に配置されていた。プロジェクト活動進捗報告

書によれば、プロジェクト開始以降、プロジェクトディレクター、プロジェクトマネジャーの

交代が何度かなされた。しかし、この交代はプロジェクトの進捗に大きな影響を与えていない。

その理由はどのカウンターパートもプロジェクトに対するコミットメントが高く、また、プロ

ジェクトの各種成果物（開発されたカリキュラム・教材）の蓄積により、プロジェクトの方針

が継続されたからである。

供与された機材は、質問票やインタビュー調査を通し、基礎技能訓練コースをするには十分

であったことが確認された。機材の質や量に対する評価も高い。また、機材投入はコース開始

前に行われたため、機材不足のためにコース開始が遅延されたこともない。

終了時評価調査時点での第三国における研修（コロンビア、ペルー、ブラジル、パラグアイ）

参加者は 17 名であった。質問票とインタビュー調査によると、参加した第三国における研修

の内容に対する評価は高い。特に、カリキュラム計画、理論指導法、実技指導法の習得は期待

どおりであったと評価している。訓練センター視察では、第三国における研修で習得した知識

や方法を実践していることも確認できた。

本プロジェクトの総投入金額は、協力予定金額は約 2.7 億円である。これまでの投入金額は

機材供与 1,060,342 米ドル、在外事業強化費 420,449 米ドルであった。

以上のように、日本人専門家、カウンターパート、機材、第三国研修はプロジェクトの成果

に対し、適切な投入であったといえる。したがって、本プロジェクトの効率性は高いと評価で

きる。

４－１－４　インパクト：高い

インパクトは上位目標の達成見込み、上位目標とプロジェクト目標の論理関係、上位目標以

外のインパクトの 3 つの観点から検証する。

（1）上位目標の達成見込み

３−２−４のとおり、プロジェクト終了後に上位目標の達成見込みがある。

（2）上位目標とプロジェクト目標の論理関係

社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのモデルの構築と SECAP 本部の基礎的な普及体

制が確立された。これにより、SECAP 訓練センターへの「モデル」普及活動の一部が着

手されている。また、プロジェクト対象センターの追跡調査結果から、この基礎技能訓練

コースにより、社会的弱者の就業率や生計が向上していることから、モデルが普及されれ

ば、プロジェクト対象外訓練センターでも同様の効果が期待できる。したがって、プロジェ

クト目標の達成により、上位目標は達成する見込みがあるといえる。

（3）上位目標以外のインパクト

質問票、インタビュー調査及び文献調査によると、以下のような上位目標以外のインパ

クトが確認された。



－ 20 －

・ 2010 年 4 月に「障害者の職業訓練と就労支援」に係る協力協定が、副大統領府、労働

関係省、CONADIS 及び障害者就労支援サービスの間で締結された。難民に関しても、

同様の協定が結ばれる予定である。プロジェクトにより、複数の関係機関の継続的な連

携体制が整備された。

（4 ）難民の受講者に関しては、エクアドル人とコースを共に受講することで、基礎技能を

身につけるだけでなく、エクアドル社会へ溶け込むきっかけとなっている。また、インタ

ビュー調査により、生命の危険に晒された過酷な立場にある難民の人々にとって SECAP
の職業訓練受講が将来に希望を見出すための貴重な機会となっていることが確認された。

よって本プロジェクトの人間の安全保障の観点からインパクトも評価できる。

以上のように、上位目標の達成見込みがあり、負のインパクトも確認されていない。し

たがって、上位目標は達成が見込まれるため、本プロジェクトのインパクトは高いと評価

できる。

４－１－５　持続性：中程度

持続性は、エクアドル国の「制度・政策面」、「カウンターパート機関の体制」、「カウンター

パート機関の財務状況」、「カウンターパート機関の技術」の 4 つの観点から検証する。

（1）エクアドル国の制度・政策面

現在、有効である社会的弱者に対する職業訓練に関するエクアドル国の政策は以下のと

おり。

・エクアドル国憲法

・「良き生活のための国家開発計画 2009 ～ 2013」
・「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」
・大統領令 680 号（2011 年 3 月発令）

これらの法律や政策は、プロジェクト終了後も有効であることから、エクアドル国の制

度・政策面の持続性は高い。

（2）カウンターパート機関の体制

カウンターパート機関の体制は第３章で述べたとおり、SECAP 本部に「モデル」普及

の基本的な体制は整備され、「モデル」普及の活動の一部は着手されている。しかし、度

重なる管理職員の交代や職員の異動、各訓練センターへの予算配賦の遅延等にみられるよ

うに、SECAP 本部のマネジメントには更なる改善が求められる。現在、SECAP の組織改

革は進行中であり、中間レビュー調査時の提言であった組織改革による企画部の強化はま

だ実現していない。したがって、カウンターパートの体制の持続性は中程度である。

（3）カウンターパート機関の財務状況

SECAP の財政面の持続性はこれまでの財務状況から検証する。2008 年以降の社会的弱

者向け職業訓練コースに対する SECAP の財政状況は表－ 14 のとおりである。
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表－ 14　GAP 向け職業訓練コースの財政状況

（単位：US ドル）

年 予算 支出 余剰金

2008 9,979,419 9,849,716 129,703

2009 9,555,195 8,702,244 852,951

2010 10,664,597 8,816,171 1,848,408

2011 11,580,000 n/a n/a
出所：SECAP

表－ 14 のように、社会的弱者向け基礎技能訓練コースの予算は確保されている。この

予算は民間部門の労働税（給与の 0.5％）の 30％から割り当てられており、給与や労働人

口の変動により若干変化はある。毎年 1,000 万 US ドル前後の予算が確保されており、余

剰金も出ている。また、この予算は大統領令で規定されていることから、継続的な予算が

確保できると考えられる。SECAP 総務部によれば、2012 年の社会的弱者向け基礎技能訓

練コースの予算はおよそ 1,400 万 US ドルになるとのことである。この予算額は過去最高

であること、プロジェクト関係者によれば、これまでの予算でも基礎技能訓練コースは十

分に実施できるという見解もあることから、十分な予算が確保されていると考えられる。

以上のように、社会的弱者向け基礎技能訓練コースの予算は十分に確保されていること

から、上位目標を達成するために必要な措置（指導員や機材の確保）を取ることが可能で

あると思われる。したがって、カウンターパートの財政面の持続性は高いといえる。

（4）カウンターパート機関の技術

SECAP の技術面における持続性は、社会的弱者向け基礎技能訓練プログラムの実施能

力（計画立案、コース実施、コース評価）、実習場や資機材の維持管理能力、安全管理能

力の 3 つの観点から検証する。

3 − 2 − 2（1）及び 3 − 2 − 2（2）で述べたとおり、基礎技能訓練プログラムの実施能力は、

既に備わっているといえる。

訓練センターの実習場や資機材の維持管理能力は備わっている。訓練センター視察では、

機材や実習場の使用状況から、維持管理能力があることは確認された。しかし、質問票調

査によれば、訓練センターの約半数の職員がまだ維持管理に改善点があると認識している

（例えば、機材維持管理の技術専門家の配置、機材点検表の作成、機材管理計画の策定な

ど）。

また、質問票調査では、指導員に対する技術訓練（安全衛生と 5S 改善）を通して、清

掃や整理整頓なども行われ始めたことから、訓練センターの安全と衛生も改善されたと認

識されている。一方、訓練センターの職員のなかにはまだ安全面と衛生面に改善点がある

と認識している職員もいた（例えば、すべての実習場への安全標識の設置や掃除道具の不

足など）。

これら 3 つの観点を考慮すると、SECAP の技術は、社会的弱者向け基礎技能訓練プロ

グラムを継続させる技術はあるものの、自立発展のためには現在直面している課題を克服

し、更なる技術の向上が必要とされる。
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以上のように、制度・政策面と財政面の持続性は高いものの、カウンターパート機関の

体制や技術に課題が確認されていることから、本プロジェクトの持続性は中程度と評価で

きる。

４－２　結論

本プロジェクトは、PDM の成果とプロジェクト目標を達成する見込みがあると評価される。

本プロジェクトにより開発されたコースの試行数は指標を上回って実施され、結果として試行

コース全体で平均 63.8％の就業率（被雇用・起業）を得るとともに、訓練修了生の具体的な生活

向上の成果が確認できたことから、開発されたモデルコースは、社会的弱者のための基礎技能訓

練として有効なものであると検証された。このように、社会的弱者向け基礎技能訓練「モデル」

は構築され、「モデル」普及の基本的な体制はほぼ確立されている。プロジェクトにより構築さ

れた「モデル」は、社会的弱者のニーズに合致しており、コース修了生の就労機会や生計向上へ

の貢献も確認されている。

プロジェクト目標達成への貢献要因として、プロジェクトに対するカウンターパートの高いコ

ミットメントとプロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションが考えられる。カウンター

パートはほとんどのプロジェクト活動に積極的に参加しており、活動の完了に貢献している。

社会的弱者向け基礎技能訓練は、エクアドル国の上位政策に位置づけられ、財政的に安定して

いる。上位目標の達成には、SECAP 本部による「モデル」の普及と各訓練センターによるコー

スの実施が適切に行われることが不可欠である。現在進行中の組織改革の効力が期待される。そ

のため、今後の発展に向けて SECAP は安定したマネジメント体制を確立するだろう。
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第５章　提言と教訓

５－１　提言

５－１－１　プロジェクト目標達成のための提言

プロジェクト関係者は、以下の活動がプロジェクト終了までに完了するよう、引き続き相互

に協力して作業する必要である。

・プロジェクトで作成した全実施要領の規定委員会による検証と総裁による承認。

・開発中の情報システムを利用した企業への就労支援体制の開始とモニタリング。

・第 1 回、第 2 回追跡調査報告書の完成。

５－１－２　上位目標達成のための提言

（1）基礎技能訓練コースの普及

SECAP 本部とプロジェクト対象外訓練センターは、プロジェクトが開発した社会的弱

者向け基礎技能訓練コースを実施するためには、実施要領に基づいた以下の準備が必要で

ある。

・実習場の整備及び機材の購入

・指導員の確保及び育成

この活動を行うために、アクセスを改善し、手話通訳を雇うなど障害者を考慮すべきであ

る。

（2）基礎技能訓練コースの増設

プロジェクトが開発した「モデル」に基づき、SECAP 本部及び SECAP 訓練センターは、

多様なニーズの把握に努め、新たな基礎技能訓練コースを増設することが期待される。

５－１－３　SECAP マネジメント体制の強化

SECAP の安定したマネジメント体制を確立するためには、現在進行中の組織改革の完了と

その効力が期待される。就労意欲の高い人たちが優先的に研修が受けられるよう適切な戦略を

通じ、社会的弱者の訓練に関する情報提供が、今以上に改善されることが望ましい。

５－２　教訓

（1）SECAP 訓練センターでの普及をめざした「モデル」の開発

本プロジェクトでは、カリキュラム・教材開発を SECAP 本部及び SECAP 訓練センター職

員が共同で実施した。SECAP 本部より ISBN とエクアドル知的財産協会への登録が提案され、

その登録がなされるなど、SECAP 訓練センターで実施される「モデル」として認証された。

各訓練センター職員のみならず、SECAP 本部のオーナーシップを引き出しながら、これ

らの活動が行われたことは大きな特徴である。

（2）第三国リソースの活用

本プロジェクトでは、第三国のリソースを積極的に活用した。過去の JICA 協力の成果の

活用と文化的・社会的背景を共有する近隣国での技術研修は、効率性と有効性に大きく貢献
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した。

（3）国家政策の優先課題への技術支援

本プロジェクトは、エクアドル国が積極的に進めている政策課題に対し、内容とタイミン

グは合致していた。このため、カウンターパートや関係機関のコミットメントも高く、財政

面も安定していた。

５－３　技術団員所見

５－３－１　総合所見

（1）総括

プロジェクトの目標である基礎技能訓練コースモデル及びコースの開発手法と普及の手

法が開発された。

開発されたモデルコースの数は、6 職種 19 コース・起業 1 コース、全 70 モジュールが

開発され、モデルコース試行の結果 17 コース・60 モジュールのカリキュラム・教材が改

訂された。開発されたコースの試行数は、指標（300 コース）を上回り実施され、結果と

して試行コース全体で平均 63.8％の就業率（被雇用・起業）を得るとともに、ベースライ

ン調査から具体的な生活向上の成果を測ることができたことから、開発されたモデルコー

スは、社会的弱者のための基礎技能訓練として有効なものであると検証された。

また、これらの開発・改訂を通じて、モデルコース開発・実施・各種調査と評価の手法

などが「実施要領」としてまとめられ、総裁の承認を得て SECAP の手法として確立され

る見込みである。これらが具体的なコース普及のツールとして活用されれば、SECAP 全

体への普及が期待できる。さらに、今後のモデルコースの普及、社会的弱者のための訓練

の拡大に伴い指導員を確保・養成していく必要がある。

専門技術を有する技術者を雇用し、指導技術を付与したあとに基礎技能訓練コースを担

当させる、現在の方法は、「基礎技能」を付与することに限定すれば、即効性のある有効

な方法である。指導技術を付与するための指導員訓練についても、カリキュラム・教材が

開発されるとともに実施要領がまとめられ、PDM の指標以上の受講者（指導員）を対象

に実施されていることから、その効果は検証されている。

（2）コースの普及

今後、上位目標達成のためには、開発されたモデルコースが、SECAP 訓練センターに

普及していくことが求められる。そこで、普及対象となる各訓練センターでは、指導員の

確保と機材の確保など、実施体制を確立する必要がある。そのためにも SECAP 本部の更

なる指導力の向上が求められるところである。

（3）コースの拡大

社会的弱者のための基礎技能訓練の普及発展のためには、本プロジェクトで開発された

モデルコースの数に満足することなく、更にコースを拡大させていく必要がある。

そのため、今回確立したモデル開発の手法により、より多くの職種に対応していくこと

が求められる。
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（4）就労支援

PDM に記載されている範囲での就労支援活動は、指標に達した。しかしながら、PDM
に記載されている就労支援は、極論すると「情報提供」であり、訓練受講者あるいは修了

者に対しての能動的な取り組みは行われていない。今後の社会的弱者のための訓練の発展

のためには、SECAP 本部及び SECAP 訓練センターにおいて具体的な就労支援対策を盛り

込んだ訓練の実施が求められる。

（5）就労支援を意識した訓練コースの拡大

本プロジェクトで開発された基礎技能訓練コースモデルは、あくまでも「基礎技能」で

ある。受講者の更なる能力向上のためにも、コースを充実して行く必要がある。そのため

にも、本プロジェクト関係者から、「より高度な職業訓練コース開発」との要望がある。

「より高度な職業訓練コース」は、訓練期間の長期化を前提とするが、その点について

は慎重な議論を求めたい。訓練の長期化を図るうえで、以下の点に留意する必要があると

思われる。

・ 既存コース（若年者対象の有料コース）との差別化

・ 訓練期間における受講者の生活保障（訓練期間は無収入であることから、長期間訓練

に参加できない可能性）

・ 起業を意識した場合、受講者の訓練ニーズが多岐にわたるため、単一の長期コースで

の対応が難しい。

一方で、今回のプロジェクトにおいて確立したコース開発手法は、モジュール単位によ

る。

したがって、より高度な訓練内容のモジュールを開発し、基礎から高度なモジュールへ

と連結していけば、現在の訓練構成を大きく変更することなく訓練の高度化に対応できる。

また、長期訓練を設定する際、単一の長期コースとして設定するのではなく、受講者の

選択によりモジュール単位で訓練を受講できる体制にすることにより

・ 「技能の高度化」だけでなく「技能の複合化」にも対応可能となる。

・ 働きながら、必要な技術（受講者個々のニーズ）を、必要なだけ（期間）受講できる。

・ その結果、受講者の就業上必要とされる技術を、タイムリーに過不足なく付与（就労

支援）することができる。

というメリットが望める。

この方式により、社会的弱者のための訓練は、まず基礎技能訓練コースによりベースと

なる就業機会を確保し、その後、個々のニーズに対応した訓練コースを提供することが可

能になる。現状の社会的弱者訓練受講制度では、関連職種の複数受講が認められているの

で、訓練コースのメニューを、「高度化」「複合化」の観点から追加・拡大・発展させるこ

とにより、より受講者個々の就労を支援する訓練受講機会が提供できる。

上記の手法により訓練の長期化を図る場合、どのような「モジュール」を訓練コースと

して設定するかがカギとなる。モジュール設定のニーズは、受講者個々のニーズを意識し

たものになるため、広範な地域を対象に行う規模の大きいニーズ調査では、キャッチでき

ない可能性が高い。したがって、各訓練センターが訓練を修了したあとも修了生の就業状

況を把握し、修了者の就業上の問題などの相談に応じるなどの関係を継続していくことに
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より、初めてニーズが具体化していく。そのための活動が各訓練センターにおいて取り組

めるような実施体制の構築も、就労支援における 1 つのアプローチと考えられる。

５－３－２　プロジェクト活動概況

（1）モデルコース

技術系・6 職種 19 コース、起業 1 コースが開発された。

女性向け（F）コースは、2 職種分野だけなので、今後の拡大に期待したい。

Ｍ 機械：3 コース

 電気：1 コース

 自動車：4 コース

 建築：2 コース　　計 4 分野 /10 コース

Ｆ 工業縫製：6 コース

 調理：3 コース　　計 2 分野 /9 コース

（2）モデルコースの実施状況

開発された各コースについて、min で 7 回、max で 103 回実施されている。

合計で、296 回実施されている（2011.4.30 時点）

プロジェクト終了までに、指標 300 を超える。

（3）技術教務規程・実施要領

SECAP の内規で作成される業務規定または、指示書に類するもので、2 種類に大別され

る。

・技術教務規定：業務の概略を解説する。

・実施要領：業務実施方法等を具体的に指示する。

1 つの業務項目（例えば、カリキュラム開発について）、技術教務規定と実施要領が対

になっている。

これまでのプロジェクトの活動において、実施要領の作成を行い技術教務規定について

は未作成。しかし、業務実施方法が詳述されている実施要領があれば、業務上支障がない。

実施要領は 18 項目作成され（うち 5 項目は検証中）、多くは総裁の承認を待つだけの状況

にある。

（4）カリキュラム・教材開発

モデルコース（技術系・6 職種 19 コース、起業 1 コース）すべてについて、モジュー

ル単位でカリキュラム・教材が開発された。

モデルコースは、カリキュラム・教材開発を優先し、それらが開発されるまでコースは

開講されていない。

カリキュラム・教材の開発途上でコースが開講されると、コース実施が不完全であるだ

けでなく、（コース実施に労力が割かれてしまい）カリキュラム・教材開発に集中できな

いことになり、その結果モデルが不完全になることを回避した。
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（5）指導案

ごく一部の指導員のみ作成。

（6）課題（習得の評価）

・教材と対をなす、モデルコースに準じた課題は作成されていない。

・今後、導入することを検討中。

・現状では、各コース担当者が独自に課題を設定している。

（7）訓練で作成された製品等

・写真と訓練実施状況で判断できた。

・修了式において、実際に作成された衣服・パン・菓子・料理が提供された。

（8）訓練コースの実施状況

1）　訓練コースの構成（コースとモジュール）

・1 コースは、2 ～ 5 の訓練モジュールで構成されている。

・ 1 モジュールは 45 時間で構成されているので、1 コースは 90 ～ 225 時間の訓練時間

設定となる。

2）　訓練時間

・基礎技能訓練コースは、対象となる訓練センターの余力を活用して行われている。

・多くコースは、午前 / 午後 / 夜間の各半日コースで開催されている。

・したがって、1 モジュールの訓練期間は 1.5 カ月となる設定が多い。

3）　複数コースの受講

・ 職種に関連したコースであれば複数受講が可能。（例：調理職種で「国際料理コース」

→「エクアドル料理コース」）

・現状では、職種とコース数が限定されているので、複数受講の機会は少ない。

4）　定員

・各コース 20 名で設定（機材もその単位で導入された）

・実際のコース開講においては、16 ～ 20 名の範囲で開講している。

5）　応募状況

・応募率は把握されていない。

6）　中途退校

・入校者に対して、1 割程度の中途退校者がいる。理由は把握されていない。

7）　就職状況

・被雇用・起業併せて、41.5 ～ 88.9％（分野により異なる）平均で 63.8％の就業率

（9）指導員訓練

1）　指導技法訓練

・過去の協力で導入された PROTS をベースとした指導技法訓練

・期間：5 日間

・ヒアリングした指導員全員が受講し、その内容は「役に立つ」と回答
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2）　専門分野訓練

・溶接・機材保守管理・工業縫製の分野について実施

（10）就労支援

SECAP 訓練センターで行う就労支援は、以下 2 点である。

1） 　起業希望者に対して起業コースを実施し、マイクロクレジットに関する情報を提供す

る。

2） 　就職希望者に対して労働関係省 Socio Empleo から、求人情報を提供する。

そのために、訓練センター→ SECAP → Socio Empleo 間で、受講者情報を共有するシ

ステム（SISECAP）が 7 月中に整備できる見込みである。

５－３－３施設見学

（1）CERFIN（北部地域工業訓練センター）

・訪問時、基礎技能訓練コースは実施されていない（夜間コースとして設定のため）。

・実習場の機材・設備についての所見。

－ 機材の保管・整備・実習場の整備状況について、細かい指摘はあるものの、管理状況

は非常に良い。

【指摘事項】

・安全通路の確保とライン表示が不適切。

・大きな振動を伴う機械の設置が不適切（アンカー固定されていない）。

・圧力容器の転倒防止が施されていない。

・ 基礎技能訓練コース（建築コース）については、機材の保管状況と、実習場の設備を見

学した。

・他のコース同様に整備されているので、訓練実施においても問題ないものと思料される

（当コース実習場においては、特段指摘事項がない）。

（2）CMSD（サントドミンゴ総合訓練センター）

1）　視察したコース

6 職種・7 コース

 工業縫製コース、調理（国際料理）コース、調理（製パン・製菓）コース、金属加工

コース、自動車整備コース、

住宅電気配線コース

2）　各実習場の機材・設備

・訓練に必要な機材が整備され、訓練に活用されているとともに、保管状況も良好。

・ 機材のメンテナンス計画ボードが用意され、ボード（計画）に基づき機材メンテが実施

されている。

・安全と衛生（調理コース）が配慮されている。
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3）　意見聴取

訓練状況等について聴取した主な意見は以下のとおり。

①　指導員から聴取

【経歴】

担当職種の経験（自営等）を有する者が、非常勤で講師を務めている。

【指導員研修】

すべての指導員が、基礎技能訓練コース担当前に、指導員研修を受講している。

指導員研修の内容について、「役に立つ」と回答。

【機材】

問題ない。素晴らしい。

【教材】

基礎技能訓練コースとして必要な、基礎的な内容はフォローされているものの、改善

意見が述べられた。

・教材を補完する情報等は、補足資料や口頭でフォローしている（調理）。

・専門用語の解説を実務レベルに増やしてはいかがか（調理）。

・写真を多くすると、より分かりやすい（工業縫製）。

・ミシンのメンテナンス用の教材が欲しい（工業縫製）。

・アルミニウムの加工について解説した教材が欲しい（金属加工）。

【その他】

本業がパン屋だが最近は休業していた。基礎技能訓練コース修了生を雇用して営業を

再開した（製パン・製菓の講師）。

②　受講生から聴取

【指導員について】

分かりやすく指導している。

【教材】

問題ない。素晴らしい。

【就職 / 就労について】

コースによって、修了後のビジョンが異なる。

・調理及び縫製のコースでは、ほぼ全員が「店を開きたい」と回答。

・ 金属加工では、「自宅の修理に役立つ」「近所の人を助けたい」というような明確な

就職ビジョンをともなわない回答が多い。

【コースについて要望 / 意見】

・調理コースに参加し、「調理」は習うことができたので実際に店を開きたい。

その場合、「接遇・接客サービス」「食事と飲み物の知識」「盛り付け・色彩」など

も習いたい（調理）。
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５－３－４　基礎技能訓練コース修了生への聴取

1）　工業縫製（女性）

・工業縫製コース修了後、起業コースを受講。

・マイクロクレジットで、ミシンを 2 台購入して自営。

・布は客が持ち込み、縫製のみを手掛け、1 着７US ドルの手間賃。1 カ月に 200US ドル

程度の収入。

2）　自動車整備（男性 3 名）

・自動車整備コース修了後、起業コースを受講。

・マイクロクレジットで、修理機材を導入した。

機材導入により、タイヤ交換が早く行えるようになり、時間対価が向上し、収入が増えた。

【修了者①】

・訓練受講以前から 10 年パンク修理業を営む。

・現在 2 名を雇用している。

・マイクロクレジットにより機材購入、売上 50％増。

【修了者②】

・訓練受講以前からパンク修理業を営む（先代から家業）

・現在 4 名雇用している。

・マイクロクレジットにより機材購入、売上 70％増。

【修了者③】

・訓練受講以前からパンク修理業に従事（15 年、うち独立自営で 5 年）

・雇用者なし。

・マイクロクレジットにより機材購入、売上 30％増。

【自動車整備コース修了者のコメントに関する所見】

少ないサンプルで、全体像を判断することはできないが、今回聴収した 3 名はすべて、

・基礎技能訓練コース受講以前から同種の仕事をしていた。

・訓練受講時点で既に自営しており、それなりの収入があった。

という点において共通しており、彼らが社会的弱者なのか、基礎技能訓練コースを受講

することが有意なのかなど、判断の分かれる微妙なところではある。

しかし結果として、基礎技能訓練コース受講生の事業所で、雇用が確保されている点は、

二次的であるが社会的弱者のための訓練実施の効果といえる。



付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者

３．ミニッツ（スペイン語）

４．評価グリッド

５．専門家派遣実績及び第三国専門家派遣実績

６．研修員受入れ実績

７．機材供与及び在外事業強化費

８．主要供与機材

９．カウンターパート配置状況

10．指導員訓練実施状況

11．委員会実施実績

12．カリキュラム開発会議開催実績

13．教材開発会議開催実績

14．カリキュラム・教材登録番号一覧

15．難民受講修了生へのインタビュー調査結果



月日 曜 コンサルタント 官団員・通訳

1 6/20 月 ・成田→キト移動

2 6/21 火

8：30  SECAP 総裁表敬

10：30  JICA 支所表敬

14：30  SECAP にて調査方法説明

3 6/22 水
9：00  プロジェクト作成資料の分析

14：00  コース修了者追跡調査結果の分析

4 6/23 木

9：00  CMQS 実習場、コース実施状況調査

11：00  C/P へのヒアリング

14：00  キト域内のコース修了者の就労状況

調査・ヒアリング

5 6/24 金

8：00  キト→テナ移動

11：00  CMA 実習場、コース実施状況調査、

C/P へのヒアリング

6 6/25 土

8：00  テナ域内のコース修了者の就労状況

調査・ヒアリング

15：00  テナ→キト移動

7 6/26 日 8：00  調査データ・収集資料の分析

8 6/27 月

8：00  キト→イバラ移動

10：00  CMI 実習場、コース実施状況調査・

ヒアリング

9 6/28 火

8：00  イバラ域内のコース修了者の就労状

況調査・ヒアリング ・成田→キト移動

16：00  イバラ→キト移動

10 6/29 水

9：00  専門家との協議

10：00  SECAP 幹部職員へのヒアリング

9：30  JICA エクアドル支所協議

11：30  在エクアドル日本大使館表敬

12：00  プロジェクトオフィス打合せ

・企画部 C/P ヒアリング
・SECAP 総裁表敬

・SECAP 企画部表敬、協議

11 6/30 木

・企画部 C/P ヒアリング

・専門家との協議

10：00  UNHCR
11：30  CONADIS

9：00  キ ト 市 内 訓

練 セ ン タ ー

（CERFIN）

・団内打合せ、資料分析

12 7/1 金 9：00  ミニッツ案作成

8：00  キト→サントドミンゴ移動

11：00  CMSD 実習場、コース実施状況調査、

C/P へのヒアリング

14：00  サントドミンゴ域内のコース修了者

の就労状況調査・ヒアリング

13 7/2 土 9：00  ミニッツ付属資料作成
11：00  訓練生修了式

15：00  サントドミンゴ→キト移動

14 7/3 日 9：00  調査結果のデータ・収集資料の分析、取りまとめ 和文西訳

－ 33 －

１．調査日程



15 7/4 月
・団内打合せ（ミニッツ案確認） 和文西訳

SECAP 及び評価メンバーとのミニッツ協議（内容説明）

16 7/5 火
9：00  SECAP 及び評価メンバーとのミニッツ協議（内容説明）

ミニッツ内容説明（労働関係省← SECAP、国際協力庁← JICA）

17 7/6 水
9：00  SECAP 及び評価メンバーとのミニッツ協議（内容説明）

15：30  ミニッツ署名（労働関係大臣室）

18 7/7 木 11：00  JICA エクアドル支所報告

19 7/8 金
9：30  在エクアドル日本大使館報告

23：00  キト発

20 7/9 土 ・経由地着、経由地発

21 7/10 日 ・成田着

－ 34 －



【エクアドル側】

（1）国際協力庁（SETECI）

Mónica Páez 政策交渉部長

Ana Patricia Lozada アジア担当

Juan Francisco Miranda 接続・追跡・評価アナリスト

（2）職業訓練開発機構（SECAP）

Johana Zapata 総裁

Javier Lemos Cordero 企画部長

Nathalia Erazo 企画部教務課長

Bolívar Montero 企画部教務課職員

Rosa Espinoza 企画部管理課職員

Judith Martínes 企画部管理課職員

Jeannet Samaniego CMSD 所長

Agustín Carrión CMSD 講師（国際 ･エクアドル料理）

José Luis Bravo CMSD 講師（製パン ･製菓）

Washington Fajardo CMSD 講師（金属加工）

Marco Aguirre CMSD 講師（自動車修理）

Charles García CMA 所長

Lenín Grefa CMA 教務課長

Milton Valle CMA 普及員

Sergio Grefa CMA 普及員

Luis Cali CMA 自動車科指導員

Diego Tufiño CMI 所長

René Vega CMI 自動車科指導員

David Pazmiño CMI 調理科指導員

（3）関係機関

María Elena Yépez 国家障害者審議会　障害技術者

Maybritt Rasmussen UNHCR　プログラム担当

Esteban Yépez HIAS（難民支援 NGO）コーディネーター

【日本側】

（1）在エクアドル日本大使館

Naohito Watanabe 参事官

熊倉　隆行 書記官

佐藤　香里 三等書記官（政治文化担当）

－ 35 －
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（2）JICA エクアドル支所

高井　正夫 エクアドル支所長

高田　肇 エクアドル支所　次長

奥村　浩延 エクアドル支所　企画調整員

（3）プロジェクト

菊池　四郎 チーフアドバイザー

鈴木　義教 業務調整 / 連携活動

－ 36 －
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【実績の検証】

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

成果は達成さ

れるか

【成果 1】社会的弱者

向けの基礎技能訓練

コースのカリキュラ

ム、教材、実習場が

改善されたか。

①少なくとも 300 の社会

的弱者向け基礎技能訓練

コースが SECAP 訓練セ

ンターで試行されたか。

訓練科目のカリキュラ

ム・教材

実施された訓練コース一

覧

プロジェクトによる社会的弱者向け基礎技能訓練

コースは、全部で 7 分野 20 コース。すべてのコー

スがモデルとして完成している。

【機械金属】 3 コース

アーク溶接、鉄製ドア・窓製作、鉄骨構造物製

作

【電気】　1 コース　住宅電気配線

【自動車整備】　4 コース

エンジン保守修理、足回り保守修理、パンク修

理・ホイール保守修理、自動車電気整備

【建築】　2 コース　左官、配管

【工業縫製】　6 コース

女性用衣料品、男性用衣料品、運動着、女性用

下着、男性用下着、工業縫製機材運用保守

【調理】　3 コース

エクアドル料理、国際料理、製パン・製菓

【起業】　１コース　起業

終了時評価時点の社会的弱者向け基礎技能訓練

コースは以下のとおり。

2011 年 4 月 30 日現在

実施済み：296 コース　（起業コースを含む）

分野別の詳細は以下のとおり。

工業縫製 33 コース、電気 12 コース、建築 30 コー

ス、機械金属 7 コース、自動車整備 23 コース、

調理 103 コース、起業 88 コース

実施中：187 コース

合計：483 コース

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクト文書

文献調査
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②各基礎技能訓練コース

終了時の評価結果に基づ

き、カリキュラム及び教

材が改訂され、基礎技能

訓練コースの内容が見直

されたか。

コース評価結果に関する

文書

教材

訓練センターからの提言や指導員と共同のカリ

キュラム・教材分析作業結果に基づき改訂された

カリキュラム・教材は以下のとおり。

カリキュラム・教材：17 コース

アーク溶接、鉄製ドア・窓製作、鉄鋼構造物製作、

住宅電気配線、エンジン保守整理、足回り保守

整理、パンク修理ホイール保守修理、自動車電

気整備、左官、配管、女性用衣料品、男性用衣

料品、運動着、女性用下着、男性用下着、工業

縫製機材運用保守、起業

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【成果 2】社会的弱者

向けの基礎技能訓練

コースの指導員訓練

の体制が構築された

か。

① 100 名以上の指導員が

訓練されたか。

指導員訓練の実績

訓練を受けた指導員の数

終了時評価時点で、指導員訓練の実績は以下のと

おり。

訓練コース数：11 コース

訓練を受けた指導員数：計 230 名

対象訓練センター職員 145 名

対象外訓練センター職員 51 名

他機関（障害者団体）の職員 33 名

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

②基礎技能訓練コース受

講者の指導員に対する満

足度が上がったか。

コース受講者の指導員に

関する満足度調査結果

（ベースラインと現在）

終了時評価時点までに実施されたコース受講者の

満足度は追跡調査調査によると、満足度は以下の

とおり。

とても良い：61.9 ％　（ベースライン調査：

20.1％）

良い：35.3％　（ベースライン調査： 28.4％）

普通：2.5％　（ベースライン調査：35.6％）

悪い：0.2％　（ベースライン調査：10.6％）

とても悪い：0.1％　（ベースライン調査：5.2％）                           

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【成果 3】社会的弱

者向けの基礎技能訓

練コースのニーズ調

査・追跡調査のシス

テムが確立された

か。

① SECAP 普及員により、

ニーズ調査・追跡調査が

UNHCR などの関係機関

の協力のもと、2 回以上

実施されたか。

ニーズ調査・追跡調査の

実績や報告書

終了時評価時点で、ニーズ調査・追跡調査の実績

は以下のとおり。

ニーズ調査：2 回実施（2008 年、2009 年）。3 回

目の調査準備を現在実施中で、2011 年 7 月〜 8
月に調査を実施予定。

追跡調査：2 回実施（2010 年 12 月～ 2011 年 3 月、

2011 年 5 月）。

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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②ニーズ調査・追跡調査

実施要領が作成された

か。

ニーズ調査・追跡調査の

手法

実施要領

ニーズ調査実施要領は最終版が完成しており、検

証中である。追跡調査実施要領は、規定委員会と

総裁による承認を行う予定。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【成果 4】就労支援シ

ステムが SECAP 本

部及び SECAP 訓練

センターで確立され

たか。

①基礎技能訓練コース受

講者の就労支援について

満足度が上がったか。

受講者の満足度調査結果 基礎技能訓練コース受講者の就労支援への満足度

は以下のとおり。

【追跡調査結果】

とても良い：29％
良い：71％
（普通、悪い、とても悪いはいづれも 0％）

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

②就労支援についての実

施要領があるか。

実施要領 就労支援に関する実施要領は、既に規定委員会に

承認され、現在は総裁による承認待ち。

SECAP 本部

関係機関

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【成果 5】プロジェク

ト活動のための関係

機関との協力体制が

構築されたか。

①成果 3、成果 4 に示さ

れた活動のための関係機

関との委員会が設立され

たか。

委員会の実績

委員会議事録

出席者リスト

終了時評価時点で設立されている委員会とその実

績は以下のとおりである。

障害者支援委員会：3 回（2009 年 8 月、2009 年 12
月、2011 年 5 月）

難民支援委員会：4 回（2009 年 8 月、2009 年 12 月、

2010 年 11 月、2011 年 4 月）

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

②関係機関との委員会に

ついて実施要領が作成さ

れたか。

委員会に関する実施要領 委員会の実施要領は、規定委員会により承認され、

総裁による承認待ち。

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【成果 6】プロジェ

クトで開発された社

会的弱者向けの基礎

技能訓練モデル（以

下、「モデル」）の普

及体制が構築された

か。

① SECAP 本部に「モデ

ル」の普及体制が構築さ

れたか。

普及体制の状況

（組織図や要員）

「モデル」普及の体制は既に構築されている。担当

部署は SECAP 本部は企画部、各訓練センターの受

付窓口は教務課である。SECAP 本部には、カリキュ

ラム・教材開発、ニーズ調査・追跡調査、就労支

援の担当者がいる。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

②プロジェクトで開発さ

れた「モデル」の普及の

ための実施要領が作成さ

れたか。

実施要領 「モデル」普及のための実施要領は、全部で 18 あり、

1 つ以外は総裁の承認が必要。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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③実施要領で定められた

活動が開始されたか。

「モデル」普及計画の有

無

計画内容

カリキュラム・教材はSECAP訓練センターに配付済。

ニーズ調査・追跡調査は 2011 年下半期に実施予

定。

就労支援体制は起業コースの実施、受講生データ

収集システム（SISECAP) の構築中。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

プロジェクト

目標は達成さ

れるか

「モデル」が SECAP
本部とプロジェクト

対象訓練センターで

構築され、その普及

体制が SECAP で確

立されたか。

【指標 1】「モデル」をも

とに改訂された SECAP
の技術教務規定の有無。

改訂された SECAP の技

術教務規定

技術教務規定を補う役割をもつ実施要領が作成、

承認されれば、「モデル」普及が見込めることから、

技術教務規定の改訂作業は行われていない。

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

インタビュー

調査

【指標 2】SECAP 訓練セ

ンター向けの「モデル」

の実施要領の有無。

実施要領 「モデル」普及のための実施要領は以下のとおり。

①以外は総裁の承認が必要。

①技術教務規定作成委員会設立実施要領

②技術委員会運営実施要領

③指導員選定・契約実施要領

④規定作成、コード化、承認実施要領

⑤合同委員会、運営実施要領

⑥カリキュラム・教材利用・普及実施要領

⑦就労支援実施要領

⑧コース修了証書作成・認定実施要領

⑨カリキュラム開発実施要領

⑩実習場整備実施要領

⑪訓練コース・指導員評価実施要領

⑫指導員訓練実施要領

⑬ニーズ調査実施要領

⑭追跡調査実施要領

⑮訓練コース企画実施要領

⑯内部委員会設立・運営実施要領

⑰機材保守管理実施要領

⑱教材開発実施要領                

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

インタビュー

調査
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【指標 3】「モデル」普及

のための要員が SECAP
本部に配置されている

か。

要員配置以外の普及体制

「モデル」普及員の配置

状況

普及体制を説明できる資

料（組織体制、普及員の

要件・職務、普及計画等）

「モデル」普及（カリキュラム・教材担当、ニーズ

調査・追跡調査担当、就労支援体制担当）のため

の人員は SECAP 企画部に配置されている。

カリキュラム・教材は、既に全コース分を全訓練

センターに配付済み。

ニーズ調査・追跡調査は 2011 年下半期に全訓練セ

ンターを対象に実施される予定。

就労支援は SECAP の就労支援情報サービスを記載

したリーフレットを SECAP 訓練センターに配付す

る予定（2011 年 7 月にキト、クアルキヤル、アン

バト、クエンカの 4 カ所に配付）。

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

【指標 4】基礎技能訓練

コース受講生と就職先企

業の基礎技能訓練コース

に対する満足度が上がっ

ているか。

受講生と就職先企業の満

足度調査結果

【受講生の満足度】

とても良い：61.9 ％　（ベースライン調査：

20.1％）

良い：35.3％　（ベースライン調査： 28.4％）

普通：2.5％　（ベースライン調査：35.6％）

悪い：0.2％　（ベースライン調査：10.6％）

とても悪い：0.1％　（ベースライン調査：5.2％）

【企業の満足度】

とても良い：50.9 ％　（ベースライン調査：

9.3％）

良い：46.8％　（ベースライン調査：11.9％）

普通：2.3％　（ベースライン調査：42.4％）

悪い：0％　（ベースライン調査：13.2％）

とても悪い：0％　（ベースライン調査：23.2％）

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

上位目標達成

の見込みはあ

るか

社会的弱者向けの基

礎技能訓練モデル

（以下、「モデル」）

が SECAP 訓練セン

ター（18 カ所）に普

及し、社会的弱者向

けの基礎技能訓練が

実施され、社会的弱

者の就労機会が増加

し、生計が向上する

見込みがあるか。

【指標 1】カリキュラム

と教材が SECAP 訓練セ

ンターに配布され、使用

されている。

カリキュラムと教材の有

無

配布状況

使用状況

SECAP 企画部教務課が主体となり、カリキュラム

と教材が配付される。既にプロジェクトが開発し

た全コースのカリキュラム・教材を SECAP 訓練セ

ンターに配付している。

SECAP 訓練センターの現状が把握され、コース実

施に必要な人員と機材が揃えば、この指標は達成

される見込みがある。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

－
93

－



【指標 2】社会的弱者の

就労機会が増加している

か（就職率が改善した

か）。

社会的弱者の就職率に関

するデータ

追跡調査によると、基礎技能訓練の修了生の就職

率は以下のとおり。

【現在仕事をしている】　全体：54.0％
（受講したコース別）　工業縫製：45.8％、建築：

61.1％、調理：41.5％、電気：72.5％、機械金属：

88.9％、自動車整備：72.7％
【受講したコースと関連した仕事をしている】

（この質問は 2 回目の追跡調査でのみ実施）　全

体：50％
（受講コース別）　電気：40 ％、機械金属：

66.7％、自動車整備：49.1％

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

投入は計画ど

おりに実施さ

れたか

日本側投入

専門家派遣 計画との比較 専門家派遣の実績 長期専門家：2 名　　41 人/月
（チーフアドバイザー / 職業訓練管理、連携活動 /
業務調整）

短期専門家：1 名　　4.8 人/月
 （ニーズ・追跡調査 / 訓練計画）

プロジェクト文書 文献調査

機材供与 計画との比較 機材供与の実績

機材本体

機材供与額：1,060,342 USドル プロジェクト文書 文献調査

第三国からの専門家

派遣

計画との比較 専門家派遣の実績 パラグアイから 1 名（指導技法）ブラジルから 3
名（カリキュラム及び教材開発、訓練管理改善、

訓練管理：カリキュラム・教材改訂、訓練センター

運営管理）

プロジェクト文書 文献調査

投入金額 日本側の投入金額 これまでの投入金額

終了までの予算

これまでの投入金額

機材供与：1,060,342 USドル

在外事業強化費：合計 420,449 USドル

プロジェクト文書 文献調査

エクアドル側投入

カウンターパートの

配置

計画どおりカウンター

パート（プロジェクトダ

イレクター、プロジェク

トマネジャー、各職業訓

練センター所長、指導員）

が配置されたか。

カウンターパート配置状

況

プロジェクトディレクター 1 名、プロジェクトマ

ネジャー 1 名、各職業訓練センター所長 8 名、社

会的弱者向けの訓練コース教務課職員 8 名。

プロジェクト文書 文献調査
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プロジェクト実施に

必要な予算

プロジェクト実施に必要

な予算が割り当てられて

いること

これまでの予算配分

投入金額

SECAP の GAP 向け基礎技能訓練コースの予算は

以下のとおり。

2007 年：10,411,478 USドル、2008 年：9,979,419 
USドル、2009 年：9,555,195 USドル、2010 年：

10,901,704 USドル、2011 年：6,187,895 USドル

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

施設の提供 計画どおり、施設（訓練

コースのための教室や実

習場、専門家の執務室と

備品、車両）が提供され

たか。

使用中の施設など SECAP 訓練センターの教室、実習場、専門家の執

務室と備品、車両が提供されている。

プロジェクト文書 文献調査
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【実施プロセス】

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

活動の進捗状

況

成果 1 に対する活動

の進捗状況

（活動 1）実施要領が作

成されているか。

実施要領 カリキュラム開発、教材開発ともにドラフトは完

成しており、規定委員会による承認も行われた。

一方、実習用機材整備のための実施要領はドラフ

トが完成しており、現在、検証中である。

両ガイドラインとも総裁による承認が必要。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 2）実施要領に基

づいたカリキュラム・教

材が開発されたか。

カリキュラムと教材

そのリスト

カリキュラムと教材の開発は完了している。これ

らの見直しと改訂は必要に応じて継続的に実施さ

れている。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 3）必要な機材は

整備されているか。

機材リスト

機材の配置状況

供与機材の選定、仕様書の作成、機材調達と実習

場への配置は完了。

プロジェクト文書

各訓練センター

文献調査

インタビュー

調査

（活動 4）開発されたカ

リキュラム・教材そして

供与された機材を使用し

た職業訓練コースが実施

されているか。

コース実施記録

コース数

実施コースの情報

基礎技能訓練コースの計画立案は常に行われてい

る。2011年6月までに終了したコースは323コース。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

（活動 5）実施されたコー

スの評価はされている

か。

評価結果報告書

（評価方法、評価者、調

査項目）

コース評価、集計、分析が継続して行われている。 SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 6）評価に基づい

たカリキュラム・教材の

改訂がされているか。

改訂されたカリキュラ

ム・教材

改訂に関する記録（議事

録など）

改訂されたカリキュラム・教材の詳細は以下のと

おり。

【訓練センターからの提言による改訂】

49 モジュール

【カリキュラム・教材分析作業による改訂】

11 モジュール

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 7）職業訓練コー

スが技術教務規程への反

映されているか。

技術教務規程

反映された内容

技術教務規定を補う実施要領が作成されており、

総裁による承認待ち。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

成果 2 に対する活動

進捗状況

（活動 1）指導員訓練の

実施要領が作成されてい

るか。

実施要領 指導員訓練の実施要領は総裁による承認待ち。 SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査
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（活動 2）実施要領に基

づいた指導員訓練用のカ

リキュラム・教材が作成

されているか。

カリキュラム・教材の実

物

指導員訓練コースのためのカリキュラムと教材は

作成されている。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 3）指導員訓練が

実施されているか。

訓練の実施記録

実施コース一覧表

指導員訓練コースが 11 コース実施された。この

コースの参加者数は 230 名（SECAP：156 名、プ

ロジェクト対象外センター：40 名、その他の機関

34 名）。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 4）指導員訓練コー

スが技術教務規程に反映

されているか。

技術教務規程

反映された内容

技術教務規定を補う実施要領が作成されており、

総裁による承認待ち。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

成果 3 に対する活動

進捗状況

（活動 1）SECAP 本部と

SECAP 訓練センターに

ニーズ調査・追跡調査実

施のための組織が確立さ

れているか。

ニーズ調査・追跡調査の

実施体制（担当部署、担

当者）

SECAP企画部、SECAP訓練センター、GAP訓練コー

スの指導員・普及員が調査を行う。それぞれの役

割は以下のとおり。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 2）ニーズ調査・

追跡調査の実施要領が作

成されているか。

実施要領 ニーズ調査のための実施要領は最終版を検証中。

追跡調査の実施要領は規定委員会による承認待ち。

両実施要領ともに総裁による承認が必要。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 3）関係機関とと

もにニーズ調査・追跡調

査が実施されているか。

調査結果報告書（調査方

法、調査者、調査項目）

ニーズ調査は、合計 2 回実施済み（2008 年と 2009
年）。プロジェクト終了前までに（2011 年 7 月〜 8
月ごろに）調査を実施予定。

追跡調査も 2 回実施された（2010 年 12 月～ 2011
年 3月と 2011年 5月）。追跡調査の報告書は作成中。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 4）調査結果を収

集し、訓練センターと共

有され、コースに反映さ

れているか。

調査結果収集方法

反映されたコース事例

ニーズ調査集計システムの開発は完了し、調査結

果の分析と報告書の作成も完了。

追跡調査集計システムの開発も完了し、第 1 回追

跡調査結果を集計、分析を行った。報告書は未完成。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

インタビュー

調査

（活動 5）技術教務規定

に反映されているか。

技術教務規定

反映された内容

技術教務規定を補う実施要領が作成され、総裁に

よる承認待ち。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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成果 4 に対する活動

進捗状況

（活動 1）SECAP 本部と

SECAP 訓練センターに

就労支援のための組織が

確立されているか。

就労支援体制

（担当部署、担当者）

SECAP 企画部に就労支援担当の職員が配置されて

いる。具体的な就労支援は SECAP 内部のデータ収

集システムを利用し、希望する修了生の情報を労

働関係省のハローワークのようなシステム（Socio 
Empleo）に提供することである。

現在は、この情報システム構築の完了待ち。7 月

31 日に完了予定。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

（活動 2）マイクロクレ

ジットに関する情報を収

集し、受講者に提供され

ているか。

収集されたマイクロクレ

ジット情報

受講者への情報提供方法

や実績

マイクロクレジットに関する情報収集と情報整備

は完了。起業コースが開始され、これらの情報が

受講生に提供されている。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

（活動 3）就労に関する

情報を収集し、受講者に

提供されているか。

就労に関する情報

受講者への情報提供方法

や実績

就労に関する情報収集と情報整備は完了。訓練セ

ンター職員に、情報提供に関する説明を行った。

また、就労支援に関するリーフレットを作成し、

これを SECAP 訓練センターに配付予定。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

（活動 4）就労支援の実

施要領が作成されている

か。

実施要領 就労支援の実施要領は総裁による承認待ちである。 SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

成果 5 に対する活動

進捗状況

（活動 1）成果 3 と成果 4
のための関係機関による

委員会が設置されている

か。

委員会の有無 これまでに開催された委員会は以下のとおり。

ニーズ調査委員会　3 回　（廃止）

障害者支援委員会　3 回

難民支援委員会　4 回

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

（活動 2）関係機関によ

る委員会の活動や機能に

関する規定を作成してい

るか。

委員会規定

実施要領

委員会の実施要領は総裁による承認待ちである。 SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

成果 6 に対する活動

進捗状況

SECAP 本部にプロジェ

クトが開発した「モデル」

普及体制が確立されてい

るか。

「モデル」普及体制（担

当部署、担当者）

SECAP 企画部と SECAP 訓練センターが「モデル」

普及を行う。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

「モデル」普及の実施要

領が作成されているか。

実施要領 「モデル」普及の実施計画は規定委員会により承認

され、総裁による承認待ちである。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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「モデル」普及の実施要

領に沿った普及準備が進

んでいるか。

普及要員の配置

普及計画

SECAP 本部企画部にはカリキュラム・教材、ニー

ズ調査・追跡調査、就労支援情報の担当がいる。

カリキュラム・教材は既に SECAP 訓練センターに

配付されている。

ニーズ調査・追跡調査は 3 回目が 2011 年下半期に

実施される予定で、SECAP 訓練センターが対象と

なる。

就労支援のリーフレットを配付予定。このリーフ

レットには求人情報のアクセス場所、履歴書の書

き方、面接の心得などが記載してある。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

活動の進捗に与えた

影響はあったか。

活動の進捗に影響した事

項。

活動の進捗に影響した事

項

プロジェクト関係者の意

見

企業への就労支援に必要な情報システムの完了が

遅れていること。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

プロジェクト

運営体制

カウンターパート機

関である SECAP 本

部の体制は強化され

たか。

SECAP 本部の組織改革

に伴い、企画部の強化が

なされたか。

組織改革の内容 SECAP の総合的組織改革は現在も進行中。 SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

プロジェクト関係者

間のコミュニケー

ションは良好か。

日本側専門家、カウン

ターパートのコミュニ

ケーションの頻度や方

法。

プロジェクト関係者の見

解

質問票の回答によれば、日本人専門家とのコミュ

ニケーションは良好であった。会議のみならず、

個別にコミュニケーションをとっていた職員が半

数以上いた。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

関係機関とのコミュニ

ケーションの頻度や方

法。

プロジェクト関係者の見

解

質問票の回答によれば、関係機関とのコミュニケー

ションは良好であった。訓練センター職員のなか

には個別にコミュニケーションをとっている人も

多かった。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

関係機関

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

プロジェクト

に 対 す る コ

ミットメント

カウンターパートや

関係機関のプロジェ

クトに対する認識は

高いか。

カウンターパートや関係

機関のプロジェクトに対

する認識

プロジェクトへの理解度

や関心

【理解度】

質問票回答者の 71 名中 68 名が「とても高い」ま

たは「高い」と回答している。

【プロジェクトへの関心】

質問票の回答者全員が「とても高い」または「高い」

と回答している。

専属カウンターパート 2 名が配置されている現状

からもプロジェクトに対するコミットメントの高

さが伺える。

SECAP 本部

各訓練センター

質問票調査

インタビュー

調査
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外部条件 実施プロセスに影響

した外部条件はあっ

たか。

― プロジェクト中の外部条

件

進捗報告書、質問票調査によれば、実施プロセス

に影響した外部条件はない。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査
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【評価 5 項目】

妥当性：高い

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

開発政策と整

合しているか

職業訓練や社会的弱

者に対する支援がエ

クアドル国の国家政

策の優先課題となっ

ているか。

職業訓練と社会的弱者に

対する支援がエクアドル

国の国家政策の優勢課題

となっていること。

公的文書

プロジェクト関係者の所

見

職業能力開発や社会的弱者を含むすべての国民に

対する職業訓練に関するエクアドルの政策は以下

のとおり。

エクアドル国憲法

「国家開発計画 2007 ～ 2011」
「よき生活のための国家開発計画 2009 ～ 2013」
「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」

公的文書

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

質問票調査

開発ニーズに

整合している

か

社会的弱者の就労状

況は介入すべき状況

だったか。

社会的弱者の就業率、生

活水準が低いこと。

失業率のデータ エクアドル国の失業率と不完全雇用率は以下のと

おり。

【2009 年】

失業率：（全体）6.5％　（男性）5.2％　（女性）

8.3％
不完全雇用率：（全体）60.1％
（男性）57.0％　（女性）64.6％

【2010 年】

失業率：（全体）5.0％
（男性）4.1％　（女性）6.4％
不完全雇用率：（全体）56.8％
（男性）53.5％　（女性）62％

統計資料 文献調査

訓練内容は社会的弱

者のニーズに合って

いたか。

プロジェクト対象の職業

訓練内容が社会的弱者の

ニーズに合っているこ

と。

過去の職業訓練コースの

内容

ニーズ調査結果

プロジェクトが開発したコースの 7 つの訓練分野

は、プロジェクト開始直後に実施されたニーズ調

査結果に基づき、決定された。

コース内容に関する

資料

ニーズ調査報告書

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

日本の援助政

策に整合して

いるか

社会的弱者への職業

訓練強化は外務省国

別援助計画、JICA 国

別事業計画の重点分

野であったか。

社会的弱者や職業訓練

の支援が外務省の政策、

JICA の事業計画におい

て優先課題とされている

こと。

外務省国別援助計画の重

点分野

JICA 国別事業実施計画

の重点分野

外務省の ODA 重点分野には教育（高等教育・職業

訓練を含む）が含まれている。また、外務省の国

別データブック（2010）によれば、対エクアドル

の援助基本方針として、社会格差の解消や生産性

の向上を掲げ、重点分野の 1 つを貧困対策として

いる。

外務省国別援助計画

の重点分野

JICA 国別事業実施計

画の重点分野

文献調査
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プロジェクト

の方法は適切

だったか

ターゲットグループ

の選定は適切だった

か。

ターゲットグループであ

る「社会的弱者」の定義

が明確であること。

事前評価報告書

エクアドル国の定義

エクアドル国憲法の第 3 章では「社会的弱者（Grupo 
de Atención Prioritária)」として、失業者、若者、難

民や移民、障害者が含まれており、本プロジェク

トのターゲットグループと一致している。

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

プロジェクト対象地

域の選定は適切だっ

たか。

対象とした訓練センター

の選定理由が明確である

こと。

事前評価報告書

SECAP 本部の見解

質問票の回答と比較したところ、プロジェクトの

事前評価時の選定基準が有効であった。

①難民の多い地域

② 常勤指導員が活用できる（大規模訓練セン

ター）

③ 実習場のキャパシティ

④ 連携活動予定機関の事務所在中

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

有効性：高い

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

因 果 関 係 は

あったか。

アウトプットはプロ

ジェクト目標達成の

ために十分であった

か。

成果がすべて達成され

て、プロジェクト目標が

達成されるか。

プロジェクト目標の指数

に関するデータ

成果の実績

6 つの成果は SECAP 本部と SECAP 訓練センター

に「モデル」が構築され、SECAP に普及体制が確

立されるために十分であった。

SECAP 本部

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

プロジェクト

目標達成の阻

害または貢献

要因はあった

か

―

阻害要因もしくは貢献要

因の有無。

阻害要因

貢献要因

質問票やインタビュー調査によれば、貢献要因と

しては、指導員や訓練センターの職員による協力、

プロジェクトへのコミットメントの高さ、プロジェ

クト関係者間のコミュニケーションの多さが考え

られる。

なお、阻害要因は挙げられていない。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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効率性：高い

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

投入は計画ど

おり行われた

か

計画どおりの投入で

あったか

事業計画とプロジェクト

活動表を比較し、差がな

ければ計画どおりに行わ

れたとする。

プロジェクトの活動進捗

報告書

事業計画と大きな差はなく、ほぼ予定どおり投入

が行われた。

プロジェクトチーム 文献調査

インタビュー

調査

成果に対して

投 入 は 適 切

だったか（効

率 的 な プ ロ

ジェクト実施

に向けての投

入だったか）

日本人専門家の派遣

数・期間・タイミン

グは適切だったか

計画表と比較し、担当の

活動スケジュールや成果

物の質・量に問題がなけ

れば適切とする。

派遣時期

人数（期間と専門性）

3 名の長期日本人専門家を派遣予定であったが、1
名は短期専門家（ニーズ調査・追跡調査）に変更

した。この後、適切な人材がいなかったため、日

本人専門家は 2 名となったが、プロジェクト活動

に大きなダメージはなかった。その理由としては、

専門家の 1 人がこの専門に精通していたこと、ま

た、エクアドル側の積極的な協力も挙げられる。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

インタビュー

調査

カウンターパート

（C/P）の人数、配

置は適切だったか

C/P の配置状況と C/P の

専門性

C/P の配置状況

日本人専門家と C/P 機関

の評価

活動進捗報告書によれば、プロジェクト開始 2 年

半の間に交代した C/P の回数は以下のとおり。

SECAP 総裁（プロジェクトディレクター）：2 回

SECAP 企画部長（プロジェクトマネジャー）：6 回、

SECAP 総務部長：4 回

2010 年 10 月から 2011 年 4 月の間には本部職員間

の対立や一部訓練センターの人事の交代があった。

入れ替わりが激しいものの、常に C/P が配置され

ている。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

インタビュー

調査

供与機材・施設の

量・ 質・ 種 類 そ し

てタイミングは適切

だったか

機材・施設投入のタイミ

ングと活用状況

機材や施設の使用状況

不足機材の有無

基礎技能訓練コースを行うために十分な機材で

あった。コース開始前に機材が供与されため、機

材不足でコースが遅延することはなかった。

SECAP 本部

各訓練センター

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

第三国研修の内容と

タイミングは適切

だったか

第三国研修を受けた C/P
が帰国後、プロジェクト

活動に貢献できれば適切

とする。

第三国研修を受けた人数

と経歴

第三国研修の内容

帰国後の役職等

合計 17 名の研修員が第三国に派遣された。

質問票やインタビュー調査によると、研修内容に

対する評価は高い。カリキュラム計画、理論指導法、

実技指導法の習得は期待どおりであったと評価さ

れている。

研修参加者 文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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協力金額は計

画と比較して

どうか

予算額内（2.7 億円）

でプロジェクトが終

了したか

投入予定金額と投入実績

の比較

予算額と投入実績額 これまでの投入金額は以下のとおり。

機材供与：1,060,342 USドル

在外事業強化費：合計 420,449 USドル

プロジェクトチーム 文献調査

協力期間は計

画と比較して

どうか

計画どおりにプロ

ジェクトは終了する

見込みがあるか

プロジェクト期間延長の

有無

プロジェクト活動実績

プロジェクト完了時まで

の計画

プロジェクトは予定どおり、2011 年 10 月に終了す

る。

プロジェクトチーム 文献調査

インパクト：高い 
評価設問

判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源
データ収集

方法大項目 小項目

上位目標とプ

ロジェクト目

標は乖離して

いないか

プロジェクト目標の

達成により、上位目

標が達成する見込み

があるか。

プロジェクト目標から上

位目標へのロジックが現

在も有効であること

PDM 追跡調査の結果から、実施している基礎技能訓練

コースにより、社会的弱者の就業率や生計が向上

していることから、「モデル」が普及されれば、プ

ロジェクト対象外訓練センターでも同様の効果が

期待できる。

よって、プロジェクト目標の達成により、上位目

標は達成する見込みがある。

プロジェクト文書 文献調査

上位目標以外

の正負のイン

パクトは生じ

たか ―

上位目標以外の影響の有

無

影響の事例 プロジェクトにより、複数の関係機関の継続的な

連携体制が整備された（例えば、「障害者の職業訓

練と就労支援」に係る協力協定が締結された。難

民に関しても、同様の協定が結ばれる予定）。

難民に関しては、就職だけでなく、コースに参加

することで、エクアドル社会へ溶け込むことがで

きることも大きな意味をもつ。

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

ジェンダー、

民族、社会的

階層の違いに

より、異なっ

たインパクト

が生じたか

―

すべての対象者に対して

の影響

影響の事例 異なったインパクトが生じた事例は確認されな

かった。

SECAP 本部

各訓練センター

関係機関

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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持続性：中程度

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 終了時調査の調査結果 情報源

データ収集

方法大項目 小項目

政策・制度面

での持続性は

あるか

職業訓練や社会的弱

者に関する国家政策

や国家計画はある

か。

職業訓練や社会的弱者に

関する国家政策や計画の

有無。

エクアドル国家政策や国

家計画

これからも有効である国家政策は以下のとおり。

エクアドル国憲法

「よき生活のための国家開発計画 2009 ～ 2013」
「国家職業訓練計画 2010 ～ 2013」
大統領令 680 号

公的文書

SECAP 職員

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

カ ウ ン タ ー

パートの体制

は整っている

か

SECAP本部とSECAP
訓練センターに社会

的弱者向けの基礎技

能訓練プログラムを

担当する部署は強化

されたか。

担当部署の概要、組織改

革後の変化

SECAP 本部組織図

スタッフリスト

SECAP 企画部が社会的弱者向け基礎技能訓練プロ

グラムを担当している。カリキュラム・教材開発、

ニーズ調査・追跡調査、就労支援の担当が配置さ

れている。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

SECAP本部とSECAP
訓練センターに就労

支援体制が確立され

ているか。

就労支援の担当部署の機

能

SECAP 本部組織図

スタッフリスト

関係者の見解

企業への就労支援体制は、SECAP 内の情報システ

ムが構築されれば、開始される。このシステムの

一部は 7 月 31 日以降、使用が可能になる予定。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

カ ウ ン タ ー

パートの財務

状況は健全か

予算の確保はできて

いるか。

社会的弱者のための職

業訓練に対する SECAP
本部と SECAP 訓練セン

ターの予算確保状況

SECAP 本部と SECAP 訓

練センターの予算と支出

状況

社会的弱者向け基礎技能訓練コースの予算は確保

できている。

SECAP 本部

プロジェクト文書

文献調査

カ ウ ン タ ー

パートの技術

は十分か

社会的弱者のための

職業訓練コースの計

画、実施、評価がで

きるか。

職業訓練コースを計画、

実施、評価の体制がある

こと

これまでの実績

SECAP 本部と SECAP 訓

練センターのイニシア

ティブの有無

SECAP 本部組織図

コース実施の実績

コース評価報告書

関係者の見解

SECAP 企画部と SECAP 訓練センターはこれまで

にコースの計画と実施、ニーズ調査・追跡調査を

実施している。PDM 上の成果や指標に達する実績

はある。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

実習場や資機材は維

持管理されている

か。

実習場と寄与した機材の

使用状況、維持管理方法

の把握

資機材の有無

使用頻度

使用状態

維持管理の方法

訓練センター視察では、維持管理能力の向上が確

認できた。一方、質問票調査によれば、訓練センター

職員の約半分がまだ維持管理に課題があると認識

している。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査

－
105

－



安全管理は実施され

ているか。

安全管理に関するコース

の実績やそのマニュアル

など

安全管理のコース実績

マニュアル

訓練センター視察では、基本的な安全や衛生環境

が整備されていることが確認できた。一方、質問

票調査によれば、訓練センター職員はまだ安全面

と衛生面に課題があると認識している。

SECAP 本部

各訓練センター

プロジェクトチーム

文献調査

質問票調査

インタビュー

調査
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5. 専門家派遣実績及び第三国専門家派遣実績 
 

日本人専門家派遣実績 

作成日：2011 年 6 月 13 日 

氏名 指導科目 
年    度 

備考 
2008 2009 2010 2011 

1. 菊池 四郎 チーフアドバイザー/職業訓練管理 
10/02 

                10/31  
 

2. 鈴木 義教 連携活動/業務調整 
11/14 

 
                

11/13        

 

3. 斯波 知子 ニーズ調査・追跡調査/訓練計画 
11/29 

      6/22    
 

 

 

 

第三国専門家派遣実績 

作成日：2011 年 6 月 13 日 

氏名 指導科目 
年    度 

備考 
2008 2009 2010 2011 

1. Silvia Garcete 指導技法  
       2/21     3/26 

 パラグアイ/SNPP 

2. Dionisio Pretel  カリキュラム・教材開発手法     
         2/28     3/30 

 ブラジル/SENAI 

3. Benedito Carlos Gazzaneo 
訓練管理改善（品質マネジメントシステ

ム、ISO9000） 
      

          10/3    

10/16 
 ブラジル/SENAI 

4. Dionisio Pretel 
訓練管理（カリキュラム・教材改訂、訓

練センター運営管理） 
                     1/30■3/12 ブラジル/SENAI 
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6. 研修員受け入れ実績 

氏  名 所  属 担  当 
年    度 

備  考 
2008 2009 2010 2011 

1. Miguel Zambonino 企画部 教務管理  3/08      3/11   ペルー/視察 

2. Marcelo Ortiz インバブラ総合訓練センター 総合的品質管理  3/08       3/11   ペルー/視察 

3. Blanca Parra クエンカ工業センター 指導員訓練  3/08       3/11   ペルー/視察 

4. Gabriel Ocampo 法務部 教務  3/16       3/19   コロンビア/視察 

5. Gonzalo Bedoya 企画部 技術教務  3/16       3/19   コロンビア/視察 

6. Mercy Dávila サントドミンゴ総合訓練センター 訓練センター運営管理  3/16       3/19   コロンビア/視察 

7. Marco Lascano アンバト工業訓練センター 電気   2/20       3/13  パラグアイ/技術研修 

8. Estela Villares サントドミンゴ総合訓練センター 工業縫製  
      3/09       

3/30 
 コロンビア/技術研修 

9. Beatriz Gavilanes グアヤキル商業サービス訓練センター 工業縫製  
      3/09       

3/30 
 コロンビア/技術研修 

10. Janeth Cárdenas クエンカ工業センター 調理  
      3/09       

3/30 
 コロンビア/技術研修 

11. David Pazmiño インバブラ総合訓練センター 製パン・製菓  
       3/09      

3/30 
 コロンビア/技術研修 

12. Lastenia Tapia キト南部総合訓練センター 工業縫製   11/14     11/27 ブラジル/技術研修 

13. Yolanda Buenaño アンバト工業訓練センター 工業縫製   11/14      11/27 ブラジル/技術研修 

14. Mario Chiluisa キト商業サービス訓練センター 調理   11/15      11/27 コロンビア/技術研修 

15. Nadia Pacheco キト南部総合訓練センター 調理   11/15      11/27 コロンビア/技術研修 

16. René Vega インバブラ総合訓練センター 自動車整備         2/20      3/05 コロンビア/技術研修 

17. Luis Cali アマゾニア総合訓練センター 自動車整備          2/20     3/05 コロンビア/技術研修 
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7.  機材供与及び在外事業強化費 

機 材 供 与 

作成日：2011 年 6 月 13 日 

 年    度 

備   考 
調達方式 2008 2009 2010 2011 

現地調達 US$ 474,450 US$ 585,892 - - 
‐ プロジェクトにより実施している基礎技能訓練コースの実施に

必要な機材を購入。 

 

 

 

在 外 事 業 強 化 費 

作成日：2011 年 6 月 13 日 

 年    度 

主な支出項目 
 2008 2009 2010 

2011 

（予定） 

支出実績額 US$ 108,751 US$ 132,698 US$ 129,000 US$ 50,000 

‐ 第三国からの専門家派遣 

‐ 第三国における研修 

‐ ベースライン調査 

‐ ニーズ調査 

‐ カリキュラム・教材作成 

‐ 専門家及び補助員の出張旅費 
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主要供与機材  

 機材名 メーカー名・型式 数量 US ドル 
1 オーバーロックミシン Pegasus M852-13-2X4 8 1,208.00 
2 インターロックミシン Pegasus M832-38-3X4 8 1,266.00 
3 かがりミシン Siruba BH7804 4 3,100.00 
4 刺繍ミシン Brother PR-620 4 6,832.00 
5 環縫ミシン Siruba F007J-U712-264/FSP 4 1,814.00 
6 二本針安全縫ミシン Siruba VC008-04 4 1,690.00 
7 ボタン付けミシン Siruba PK-511 4 1,612.00 
8 千鳥縫ミシン Siruba LZ457A-40 4 2,200.00 
9 飾り縫ミシン Siruba F007J-W122-356/FHA 8 1,439.20 

10 業務用ガステーブル（ガス口 4 個） 

(CMSQ、CCSQ、CMA への供与） 3 2,340.80 
(CEFIC への供与) 1 2,632.00 
(CMI への供与) 1 3,000.00 
(CMSD への供与) 1 2,562.56 

11 こね機 
(CMSQ、CCSQ、CMA への供与） 3 2,128.00 
(CEFIC への供与) 1 1,097.60 
(CMI への供与) 1 1,700.00 

12 多目的ガスオーブン 

(CMSQ、CCSQ、CMA への供与） 6 1,702.40 
(CEFIC への供与) 2 1,512.00 
(CMI への供与) 1 4,450.00 
(CMSD への供与) 2 1,324.00 

13 タネ発酵機 
(CMSQ、CCSQ、CMA への供与） 5 2,217.80 
(CEFIC への供与) 1 1,848.00 
(CMSD への供与) 1 1,165.68 

14 タネ分け機 
(CEFIC への供与) 1 1,030.00 
(CMI への供与) 1 1,050.00 

15 業務用冷凍冷蔵庫 

(CMSQ、CCSQ、CMA への供与） 5 2,217.60 
(CEFIC への供与) 2 2,576.00 
(CMI への供与) 2 1,750.00 
(CMSD への供与) 2 3,153.92 

16 フードプロセッサー 
Robot Coupe CL50D 1 3,180.53 
(CEFIC への供与) 1 1,288.00 

17 業務用ミキサー（小） 
Thunderbird ARM-02 3 1,653.12 
(CMI への供与) 1 1,230.00 

18 業務用ミキサー（大）  1 1,580.00 

19 タネ圧縮機 
(CEFIC への供与) 1 1,400.00 
(CMI への供与) 1 1,450.00 
(CMSD への供与) 4 1,344.00 

20 多目的ガスオーブン 
(CEFIC への供与) 2 1,512.00 
(CMI への供与) 1 4,450.00 

21 業務用換気扇 

(CEFIC への供与) 2 3,143.84 
(CMI への供与) 1 1,461.75 
(CMI への供与) 3 1,551.13 
(CMI への供与) 3 1,766.53 
(CMSD への供与) 3 1,250.00 

22 プリンタ HP2025N 4 1,388.80 
23 コピー機 XEROX Work Centre 5222-SD 5 3,000.48 
24 カラーコピー機 CANON Image Runner IR C-3380 1 11,897.76 
25 パイプねじ切り器 RIDGID 10 1,010.80 
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 機材名 メーカー名・型式 数量 US ドル 
26 コンクリートミキサー CMS CS-380 5 3,149.99 

27 
チューブベンダー（鉄製チューブ

用） 
MEGA 

5 1,007.59 

28 直刃せん断機  5 2,844.80 
29 酸素アセチレンポータブル溶接機 Victor Journeyman 20 1,149.72 
30 左官コース用工具  5 3,319.18 
31 安全用防具  5 1,501.39 
32 電動パイプねじ切り器 Ridgid 5 2,991.51 
33 DC アーク溶接機 Comparc MI 2-300 CD 15 1,792.00 
34 インバータ溶接機 Miller CST 280 CC/CD 15 2,989.28 
35 エアプラズマ切断機 Hypertherm Powermax 30 3 1,853.60 
36 タッピングボール盤 DAYTON 9 1,272.43 
37 プレスブレーキ Niagara U-125 1 6,098.40 
38 ペダル式シャーリングマシン Metalex FS-F5216 2 4,617.20 
39 多車種用スキャナ Indiestronix 3 2,520.00 
40 タイヤバランサー Start Line S202 3 2,439.36 
41 油圧式クレーン MEGA 1 1,311.17 

42 
ガソリンインジェクタチェッカー

付作業台 
Launch 

3 2,508.98 

43 ミッションジャッキ MEGA 3 1,098.72 
44 リム取り外し機 Focus Tip Top Ocean 30 3 2,184.00 
45 ガソリンエンジン  5 6,713.28 
46 キャブレターエンジン  2 3,622.08 
47 サスペンション・ブレーキモデル  6 3,037.44 
48 前輪駆動ギアボックス  5 1,267.62 

49 
キャンバーキャスターキングピン

ゲージ 
Banzai MB-40E 

3 1,559.04 

50 基礎工具セット  24 1,808.77 
51 2 柱リフト Mondolfo Ferro PI 240F 2 3,640.90 
52 ホイールアラインメントシステム Advantage Wheel Alignment 3 3,149.44 
53 工具セット  3 2,064.26 

 

－ 111 －



  

9. カウンターパート配置状況（終了時評価時現在） 
 

No. 所属 役職 氏名 

1 
SECAP 本部 

SECAP 本部総裁 Johana Zapata 

2 企画部長 Javier Lemos 

3 
CERFIN 

所長 Roberto Esteves 

4 社会的弱者向け職業訓練担当 Wigberto Vizuete 

5 
CEFIC 

所長 Alejandro Gómez 

6 社会的弱者向け職業訓練担当 Ramón Martínez 

7 
CEFIA 

所長 Franklin Robalino 

8 社会的弱者向け職業訓練担当 Fabián Reyes 

9 
CCYSQ 

所長 Fernando Rodríguez 

10 社会的弱者向け職業訓練担当 María Cadena 

11 
CMI 

所長 Diego Tufiño 

12 社会的弱者向け職業訓練担当 Edgar Benítez 

13 
CMSD 

所長 Jeannet Samaniego 

14 社会的弱者向け職業訓練担当 Nestor Carvajal 

15 
CMA 

所長 Charles García 

16 社会的弱者向け職業訓練担当 Lenín Grefa 

17 
CMQS 

所長 Miguel Zambonino 

18 社会的弱者向け職業訓練担当 Nelly Cuito 
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10. 指導員訓練実施状況 
 
指導技法 作成日：2011 年 6 月 13 日 

コース 
参加者数 

日付 場所 備考 
SECAP その他機関 

指導技法訓練 

（指導員訓練実施担当者向け） 
19  2009/9/14-18 CMA 

多くの訓練センターの指導員が

参加。 

指導技法訓練（CMI 指導員） 19  2010/3/15-19 CMI  

指導技法訓練（CERFIN, CCYSQ, CMQS セ

ンター指導員） 
16 6 2010/6/28/-7/2 CERFIN 

その他機関は CEPRODIS（障害者

支援団体） 

指導技法訓練（CEPRODIS 指導員） 4 28 2010/7/5-9 
Hotel 

Tambo Real
その他機関は CEPRODIS 

指導技法訓練(CMA 指導員) 22  2010/11/8-12 CMA  

指導技法訓練（CMSD 指導員） 16  2011/1/10-14 CMSD  

指導技法訓練（CEFIA 指導員） 21  2011/1/31-2/4 CEFIA  

指導技法訓練（CEFIC 指導員） 20  2011/2/28-3/4 CEFIC  

指導技法訓練（CERFIN 指導員） 19  2011/4/18-22 CERFIN  

合計 156 34    
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プロジェクト対象外センターで実施されたコース 

コース 参加人数 実施日 センター 備考 

指導技法訓練（CCｙSG 指導員、グアヤキル） 21 2011/3/21-25 CCｙSG  

指導技法訓練（CML 指導員、ロハ） 19 2011/4/4-8 CML  

技術訓練 

コース 参加人数 実施日 センター 備考 

溶接分野指導員評価 17 
2010/2/11-12, 

17-19 

CMSD 

  CMA、

CMI 

 

実習場整備（5S）・機材保守管理セミナー 4 2010/4/5-9/ CMSD  

工業縫製分野指導員訓練 11 2010/6/28/-7/2 CMQS 
CMSD、CMA、CMI、CEFIA、CMQS、 CCSFMG

の指導員が参加 

実習場整備（5S）・機材保守管理セミナー 5 2010/7/13-16 CMI  

実習場整備（5S）・機材保守管理セミナー 8 2010/7/20-23 CMA  

溶接分野指導員訓練 3 2010/8/16-20 CMSD  

溶接分野指導員訓練 8 2010/8/23-27 CMA  

溶接分野指導員訓練 6 2011/1/24-28 CMI  
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11. 委員会実施実績 
 

委員会 

委員会参加機関 

会議実施日 
総裁室 企画部 

訓練 

センタ

ー 

UNHCR CONADIS
労働 

関係省

プロジェ

クトチー

ム 

JCC X X X X X X X 
‐ 2009/2/4 

‐ 2010/3/24 

運営管理

委員会 
X X X   X X 

‐ 2009/6/9 

‐ 2009/11/4 

‐ 2010/3/24 

‐ 2010/7/2 

‐ 2010/12/17 

‐ 2011/6/13 

教務 

委員会 
 X X    X 

‐ 2009/7/1 

‐ 2009/11/4 

‐ 2010/5/14 

‐ 2010/7/2 

‐ 2010/12/17 

‐ 2011/6/13 

ニーズ 

調査 

委員会 

（廃止） 

 X X    X 

‐ 2008/7/1 

‐ 2008/12/4 

‐ 2009/2/5-6 

‐ 2009/5/15 

障害者 

支援 

委員会 

 X X  X  X 

‐ 2009/8/5 

‐ 2009/12/16 

‐ 2011/5/4 

難民 

支援 

委員会 

 X X X   X 

‐ 2009/8/5 

‐ 2009/12/16 

‐ 2010/11/17 

‐ 2011/4/8 
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12. カリキュラム開発会議開催実績 
 

開催日 場所 技術分野 訓練センター 参加指導員 会議開催者 

2009 年 
3 月 25 日―27 日 

クエンカ市 
エル･ドラド 

ホテル 

調理 

CCySQ Belén Zambonino (Cocina) 
Lucía Cárdenas (Cocina) 

企画部 
Leslie Núñez 部長 
Fernando Carrera 教務課長 
Bolívar Montero 教務課職員 
 
プロジェクト事務所 
菊池四郎 プロジェクトリーダー 
鈴木義教 業務調整員 
Gonzalo Bedoya 技術補助員 (C/P) 
Alexandra Barcos 補助員 

CMSQ Cristina Nacimba (Cocina) 

CMI Marisol Ormaza (Cocina) 
David Pazmiño (Panadería) 

CEFIC Diego Suárez (Panadería) 
CEFIA Yolanda Rueda (Panadería) 

工業縫製 

CEFIA Yolanda Buenaño  
CMSQ Lastenia Tapia 
CMSD Estela Villares 
CCySG Beatriz Gavilánez 

建築 

CERFIN Lorenzo Villegas 
CEFIC Julio Acupiña 
CEFIA Marco Lascano 
CMI Marcelo Ortiz 

2009 年 
9 月 10 日―11 日 CEFIA 

機械金属 CEFIA Eduardo Moreano プロジェクト事務所 
菊池四郎 プロジェクトリーダー 
Gonzalo Bedoya 技術補助員 (C/P) 電気 CEFIA Wagner Cáceres 

Marco Lascano 

2009 年 
11 月 11 日―13 日 CMSD 

機械金属 

CERFIN Guillermo Altamirano 

企画部 
Fernando Carrera 教務課長 
Pilar Orrego 教務課職員 
 
プロジェクト事務所 
菊池四郎 プロジェクトリーダー 
Gonzalo Bedoya 技術補助員 (C/P) 

CEFIC Rubén Quisphi 
CEFIA Eduardo Moreano 
CMSD Antonio Guzmán 

電気 CERFIN René Egas 
CEFIA Wagner Cáceres 

自動車整備 
CERFIN Gonzalo Tayupanta 

Marco Puente 
CEFIC Luis Rojas 
CMSD Patricio Larrea 

－
116

－

1
2
．
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
会
議
開
催
実
績



  

13. 教材開発会議開催実績 
 

開催日 場所 技術分野 訓練センター 参加指導員 会議開催者 

2010 年 
3 月 8 日－12 日 CMA 

機械金属 

CERFIN Guillermo Altamirano 

企画部 
Fernando Carrera 教務課長 
David Quimbo 教務課職員 
Pilar Orrego 教務課職員 
 
プロジェクト事務所 
菊池四郎 プロジェクトリーダー 
Gonzalo Bedoya 技術補助員 (C/P) 
Elizabeth Cedillo 補助員 
Gabriel Frías 補助員 

CEFIC Rubén Quisphi  
CEFIA Eduardo Moreano 
CMSD Antonio Guzmán 

CMA Oswaldo Salazar 
Luis Cayambe 

自動車整備 

CERFIN Gonzalo Tayupanta 
Marco Puente 

CEFIC Luis Rojas 
CMSD Marco Aguirre 

CMA Carlos Mejía 
Luis Cali 

2009 年 
11 月 11 日―13 日 CMSD 

電気 
CERFIN René Egas 
CEFIA Wagner Cáceres 
CMSD Darwin Estrada 

起業 CEFIA Fanny Salinas 
CMSD Gustavo Duque 
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14. カリキュラム・教材登録番号一覧 
 

技術分野 コース名 モジュール名（仮訳） IEPI ISBN 

機械 
金属 

アーク溶接 
金属加工技術 034190 978-9978-64-104-0
アーク溶接 I 034248 978-9978-64-113-2
アーク溶接 II 034249 978-9978-64-114-9

鉄製ドア 
窓製作 

鉄製ドア・窓製作のための金属加工 034187 978-9978-64-105-7
鉄製ドア・窓製作のためのアーク溶接 034182 978-9978-64-103-3
鉄製ドア・窓製作 034181 978-9978-64-102-6
アルミ製ドア・窓製作 034183 978-9978-64-101-9

鉄骨構造物 
製作 

鉄骨構造物製作のための金属加工 034184 978-9978-64-099-9
鉄鋼構造物製作のためのアーク溶接 034188 978-9978-64-106-4
鉄骨構造物組立 034189 978-9978-64-100-2

電気 住宅電気配線 
住宅電気配線基礎工事 034246 978-9978-64-115-6
屋内照明・接続器具装置工事 034245 978-9978-64-116-3
ドアホン・テレビドアホン設置工事 034244 978-9978-64-117-0

自動車 
整備 

エンジン 
保守管理 

ガソリンエンジン保守 034217 978-9978-64-124-8
エンジン修理 I 034185 978-9978-64-107-1
エンジン修理 II 034186 978-9978-64-108-8

足回り 
保守修理 

シャシ、サスペンション、ハンドル装置保守修理 034224 978-9978-64-111-8
トランスミッション装置保守修理 034222 978-9978-64-110-1
ブレーキ装置保守修理 034218 978-9978-64-109-5

パンク修理 
ホイール保守修理

パンク修理 034215 978-9978-64-123-1
ホイールアラインメント・バランス 034216 978-9978-64-122-4

自動車 
電気設備 

自動車電気回路基礎 034223 978-9978-64-121-7
照明・自動車アクセサリ修理 034220 978-9978-64-120-0
始動システム修理 034221 978-9978-64-119-4
点火システム修理 034219 978-9978-64-118-7

建築 

左官 

基礎工事 033858 978-9978-64-098-2
柱・桁・梁工事 033862 978-9978-64-096-8
壁工事 033861 978-9978-64-097-5
モルタル・タイル張り工事 033935 978-9978-64-095-1

配管 

配管準備 033161 978-9978-64-063-0
上水設備工事 033162 978-9978-64-062-3
下水・雨水設備工事 033164 978-9978-64-060-9
トイレ設備据付工事 033163 978-9978-64-061-6

工業縫製 

女性用衣料品 

工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
スカート縫製 033939 978-9978-64-067-8
ブラウス縫製 033963 978-9978-64-065-4
ワンピース縫製 033938 978-9978-64-064-7
女性用ズボン縫製 033937 978-9978-64-066-1

男性用衣料品 

工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
Y シャツ縫製 033866 978-9978-64-076-0
ズボン縫製 033865 978-9978-64-077-7
スーツ用ズボン縫製 033867 978-9978-64-082-1
スーツ用ジャケット縫製 033864 978-9978-64-078-4

運動着 

工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
T シャツ縫製 033932 978-9978-64-069-2
ジャージズボン縫製 033931 978-9978-64-083-8
ジャージ上着縫製 033930 978-9978-64-070-8
スパッツ・スパッツ素材シャツ縫製 033933 978-9978-64-071-5

女性用下着 

工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
パジャマ縫製 033963 978-9978-64-075-3
女性用下着縫製 033962 978-9978-64-072-2
女性用水着縫製 033961 978-9978-64-073-9
バスローブ縫製 033960 978-9978-64-074-6

男性用下着 
工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
パジャマ縫製 033934 978-9978-64-079-1
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男性用下着縫製 033965 978-9978-64-080-7
バスローブ縫製 033964 978-9978-64-081-4

工業縫製機材 
運用保守 

工業用ミシン操作 033863 978-9978-64-068-5
工業用ミシン保守 034247 978-9978-64-112-5

調理 

エクアドル料理 
前菜 033956 978-9978-64-084-5
メインディッシュ 033959 978-9978-64-085-2
デザート 033958 978-9978-64-086-9

国際料理 
前菜 033957 978-9978-64-087-6
メインディッシュ 034000 978-9978-64-091-3
デザート 033996 978-9978-64-090-6

製パン・製菓 
基礎パン 033997 978-9978-64-092-0
特殊パン 033999 978-9978-64-094-4
製菓 033998 978-9978-64-088-3

起業 起業 
小規模企業起業 033860 978-9978-64-088-3
小規模企業経営 033859 978-9978-64-089-0
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① María López（仮名）

María López さんは、2009 年 10 月 10 日に難民としてコロンビアからエクアドルにやってきた。

現在はキト市内にあるレストランの調理師の助手として働いており、3 人の子供たちと平穏な生活

を送っているが、そこに至るまでの道のりは壮絶であり、困難を極めたものであった。

López さんはコロンビア東部に位置するグアビアレ県の小さな村で生まれた。家族や親戚らと平

穏に暮らしていたが、1980 年、状況は一変する。コカ栽培のための土地と労働力を求めて、ゲリラ

が村にやってきたのだ。彼らは López さん一家が所有していた土地を差し出し、さらに一家がコカ

栽培を行うことを要求。López さんの両親はこれを拒否したのだが、ゲリラの怒りを買ってしまい、

López さんの母親は、家族がいる前で山刀で体を切り刻まれ、惨殺された。父親と叔父も誘拐され、

それ以降行方不明となってしまっている。

このため、残った家族は生まれ育った村から逃げ出すことを決意。しばらく近隣の村を転々とし

た後、とある村で生活を再スタートさせた。しかし、1986 年、14 歳になった従姉妹がゲリラにより

連れ去られ、行方不明となってしまう。危険を感じた一家は再び村を脱出、流浪の生活が始まるも、

再度別の村で暮らし始める。その後、結婚、出産。しかし、子供を産むと同時にゲリラがやってき

て、その子供を将来のゲリラ構成員リストに登録した。そのあたりの村では、どこでも子供が生ま

れると聞くと、ゲリラが登録を行い、男女問わず 14 歳になるとゲリラ構成員として連れ去るのであ

る。

子供をゲリラとして提供することを拒むため、López さんは再び逃走。今度は首都ボゴタで生活

を始める。しばらくは平穏な日々が続いたが、子供が 15 歳になった 2009 年、ゲリラが子供の通う

学校にまでやってくる。ボゴタにはゲリラのスパイが潜んでおり、普段は一般人として生活をして

いるため、見た目に区別することができず、いつどこで個人情報が流出しているのか、分からない

のだそうである。今回は警察を呼び、事なきを得たが、もはやコロンビア国内で生活することはで

きないと考えた López さんは、子供を連れて 2009 年 10 月に隣国エクアドルに難民としてやってき

た。

エクアドルに来てからも、平和な日々とは程遠い生活が続いた。行き場所がないため、公園に寝

泊りすることもあったという。仕事もないため、ネックレスやブレスレットなどの民芸品を作って

道端で売っていたが、過去に民芸品製作の経験があったわけではなく、同じく道端で民芸品を売っ

ている人々に教えを請い、見よう見まねで作ったものだったため、質が高いとはいえず、なかなか

売れなかったそうである。

そんなある日、皿洗い募集の広告を道で見かけ、応募したところ、見事に合格。キト市内のレス

トランで働き始める。その後、UNHCR や難民支援を行う国際 NGO である HIAS から、JICA の技

術協力による SECAP（職業能力開発機構）での社会的弱者向け無料基礎技能訓練コースの情報を得

て、2010 年 1 月～ 4 月にかけて国際料理コースとエクアドル料理コースに参加。交通費もままなら

ないため、片道一時間半の道のりを毎日歩いて訓練センターまで通ったが、一度も欠席することな

く、無事にコースを修了した。López さんの実力を認めたレストランのオーナーは、彼女を皿洗い

から調理師の助手に昇格させ、併せて昇給も行った。結果として、生活水準が一気に上がったと彼

女は述べている。

残念ながら話はここでは終わらない。López さんと定期的に面談し、精神面や安全面でのフォ

ローを行っている UNHCR や HIAS は、彼女にとってエクアドルは完全に安全とはいい切れないと

判断し、第三国に出国することを彼女に提案した（コロンビアのゲリラはエクアドル国内でも活動
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を行っており、殺人や誘拐事件が多発している）。その後、カナダ政府が彼女の受入を許可したた

め、近々にカナダに移住することになっている。

せっかく安定したかに見えるエクアドルでの生活だが、再び一からのスタートである。しかし、

López さんは希望に満ちた様子でこう語った。「カナダであればゲリラは追ってこないだろうし、調

理技術を身に付けたから、仕事はどうにかしてみつけられると思う。今まで散々苦労してきたから、

これくらいのことはなんでもない」。涙を流しながら過去の経験を話してくれたものの、最後は笑顔

で将来のカナダでの生活を語る彼女を見て、今後の幸運を願わずにはいられなかった。

② Nina Pérez（仮名）

Nina Pérez さんは、家族と共に 2008 年 12 月 26 日に生まれ育った故郷コロンビア国ナリーニョ県

を捨て、エクアドルに逃れてきた。2010 年 1 月～ 4 月に SECAP インバブーラセンターが開講する

女性用衣料品コースを受講し、現在は自宅で仕立屋を開業して生計を立てている。

Pérez さんはコロンビア南部、エクアドルとの国境にあるナリーニョ県に生まれた。両親の他に兄

弟 3 人がおり、一家 6 人で暮らしていた。地方の田舎町だったのだが、町外れにはゲリラのキャン

プがあり、Pérez さんの家は、そのすぐ隣に位置していた。すぐそこにゲリラがいることはずっと

知っていたが、関わり合いを持つことは避け、かつ警察等に届け出ることもせず、気づかぬふりを

して生きてきた。厄介なことに巻き込まれず、またゲリラから不要な恨みを買うこともないように

するためには、見て見ぬふりをするしかなかったのだと言う。

徴兵制のあるコロンビアでは、男性は 18 歳になると兵役に就く。Pérez さんの弟も例外ではなく、

軍に徴用された。ゲリラ撲滅を掲げるコロンビア政府は、ゲリラ掃討作戦をコロンビア各地で展開

しているが、これに弟も参加。この事実を Pérez 家の隣に住むゲリラ一味に知られてしまい、謂れ

のない恨みを買うこととなってしまう。殺害などの脅迫を受けた一家は、既に退役していた弟も含

め、全員でエクアドルに逃亡し、難民となった。

行くあてもない一家であったが、逃亡中のバスの車内で乗り合わせたエクアドル人女性に事情を

話したところ、イバラ市にある彼女の家にしばらくの間滞在するよう申し出てくれた。Pérez さん一

家は、有難く申し出を受け、幸運にも当面の間の住居を確保できることとなった。

その後、Nina さんは難民支援を行っている NGO、HIAS の事務所を訪ね、SECAP で JICA の技術

協力により無料訓練コースを実施していることを知る。前述のとおり、女性用衣料品コースに参加

した後、ミシンを購入して仕立屋を開業した。経営状況は決して良好とは言いがたいが、それでも

少ない収入を貯金し、今では自費で家を借り、そこで仕立屋を営業している。エクアドルに来てか

ら、ゲリラの危険を感じることはなくなったので、イバラ市に定住し、生活基盤を築き上げるつも

りだそうだ。運動着の発注が多いので、同じく SECAP で開講している運動着コースにも今後参加

したいと、彼女は述べている。

故郷を捨てなければならなかった辛い過去はあるものの、身の危険を感じないことと、生計を立

てる目処が立ちつつあることからか、Nina さんの表情に明るいように感じた。Nina さんは最後に、

同じような状況にある同胞にも、是非職業訓練の機会を与えて、生きる希望を持てるようにして欲

しいと語っていた。
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③ Juan Díaz、Elena Rodríguez（仮名）

Juan Díaz さんはコロンビア西部、太平洋岸にあるバジェ・デル・カウカ県で暮らしていた。洗車

を生業としており、収入は決して高くはなかったが、安定した生活を送っていた。その恋人である

Elena Rodríguez さんは、エクアドルとの国境にある Nariño 県の先住民として生まれ、貧しいながら

も家族と平和に暮らしていた。しかし、二人は現在、エクアドル国イバラ市で認定待ちの難民とし

て、非常に苦しい生活を強いられている。

Díaz さんの住む地域は、ゲリラにより支配されており、税金（バクーナと呼ばれる）と称して住

民からお金を巻き上げており、活動資金として利用していた。Díaz さんは、ゲリラの支援を受けた

ギャング団からバクーナを支払うよう要求されたが、これを拒否。このため、ギャング団から命を

狙われることとなった。

2007 年初頭にエクアドルに逃れてきたが、一緒に暮らしていた母親は住み慣れた故郷を離れたく

ないことと、命を狙われているのはあくまでも Díaz さんであり、母親には害は及ばないことから、

コロンビアに残ることとなった。このため、Díaz さんは高齢である母親が一人で暮らしていること

を非常に心配しているが、どうすることもできないでいる。

エクアドル到着後、すぐに難民申請を行い、レストランでウェイターとして働き始めた。最低限

の収入を得て暮らしていたが、2008 年 12 月に難民申請は却下されてしまう。ゲリラに直接狙われ

ているわけではなく、ギャング団に狙われているから、というのがその理由であった。このため、

2008 年暮れにコロンビアへの帰国を余儀なくされた。

しかしながら、帰国後一週間も経たないうちにギャング団によりみつけられてしまい、Díaz さん

と母親を乗せた車が銃撃を受けた。二人は辛くも車から脱出したが、やはりコロンビア国内に住む

ことはできないと考えた Díaz さんは、再びエクアドルに戻ることとなった。

難民申請を再び行った後、今度はホテルの清掃員として働き始めるが、難民に対する偏見から

か、当時同じ地域のホテルで働いていた多くのコロンビア難民と共に解雇されてしまう。その後日

本の協力による SECAP の無料訓練コースの存在を知り、エクアドル料理コース、国際料理コース

を 2010 年 7 月～ 12 月にかけて受講した。

一方 Rodríguez さんは、先住民の家庭に生まれ、家族と農業に従事していた。ある日、友人に大

規模農園で農業労働者として働かないかと誘われ、収入が高くはなかった Rodríguez さんは故郷を

離れ、友人とともに農園に移り住むことを決意した。しかし、この農園がゲリラ支配地域にあるこ

とは、この時点では Rodríguez さんはもちろん、話をもちかけた友人ですら、気づいていなかった。

しばらくの間はごく一般の農業労働者として働いていたが、Rodríguez さんの友人は買い物のた

め、別の町に頻繁に出かけていた。しかし、その町は、パラミリタールの支配地域であった。パラ

ミリタールとは右派民兵組織であり、左翼ゲリラとは別の組織である。両方の支配地域を頻繁に往

復していた友人は、ゲリラ、パラミリタール、両方の組織の目に留まってしまい、スパイとの疑い

をかけられ、殺害された。

友人が殺害されたとの情報は、知り合いを通じて Rodríguez さんのもとにもすぐに届けられた。

その友人と一緒に暮らしていたことにより、Rodríguez さんにもスパイの疑いがかけられてしまった

ため、その日のうちに、取るものも取りあえず脱出した。深夜に川を小船で下り、その後バスに乗

り換えたのだが、ゲリラは幹線道路上で検問を行っていることもあるため、バスの運転手に頼み込

み、荷物置き場に隠れて移動したとのことである。

こうして 2010 年 6 月にエクアドルに到着。すぐに難民申請を行い、その場で SECAP による無料
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訓練コースの存在を知ったため、前述の Díaz さんと同じエクアドル料理コースと国際料理コースに

参加し、二人は知り合った。

現在、Díaz さんはイバラ市のレストランで筆頭シェフとして、Rodríguez さんは同じレストランで

助手として勤務している。Díaz さんは筆頭シェフであるが、給与は決して高くはない。仕事内容に

対する給与水準に関し、二人は満足はしていないが、難民認定申請中と立場が弱いため、他の仕事

がなかなかみつからないそうである（エクアドル政府は難民認定申請中の者であっても、難民と同

様の権利を認めているが、一般国民にまで周知されているとは言い難い状況である）。

二人とも難民として認定されるかどうか分からず、非常に不安定な状況である。現在は二人で暮

らしているが、最低賃金をわずかに上回る給与しか得られないため、ワンルームの部屋を借りるの

がやっとで、暮らし向きは非常に厳しい。Díazさんの場合は、一度難民申請が却下されているので、

今回も却下されるのではないかと、不安とのことである。二人が結婚をした場合、片方が難民とし

て認定されれば、もう片方も家族としてエクアドル国内に留まることができるが、二人とも急いで

コロンビアを脱出してきたため、必要な書類を所持しておらず、エクアドル国内で結婚することが

できないでいる。コロンビア側の国境の町に行き、そこで結婚することは可能であるが、エクアド

ルで難民申請をした後に国外に出てしまうと、その後一年間は難民申請をする権利がなくなってし

まうため、簡単には国外に出られない。

このような困難な状況であるが、二人の希望は無事に難民として認定された後、SECAP で受けた

訓練を活かして、シェフとして働いていきたいとのことである。仮に帰国できた場合、あるいは第

三国に出国する場合でも、SECAP の修了証書があれば、仕事はどうにかしてみつかるだろうから、

希望は捨てていないと語っている。最後には、笑顔で二人が勤めるレストランに筆者を招待してく

れた。

－ 123 －
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